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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　　　目

資　産　の　部
Ⅰ固定資産

　　１有形固定資産

　　　　土地 1,525,746,666

　　　　建物 16,218,246,395

           建物減価償却累計額 ▲ 6,204,790,469 10,013,455,926

　　　　構築物 162,749,072

　　　　   構築物減価償却累計額 ▲ 93,227,573 69,521,499

　　　　器械備品 5,119,899,117

　　　     器械備品減価償却累計額 ▲ 4,320,154,909 799,744,208

　　　　その他の有形固定資産 3,000,000

           　 有形固定資産合計 12,411,468,299

　　２無形固定資産

　　　　ソフトウェア 257,759,276

　　　　電話加入権 84,000

              無形固定資産合計 257,843,276

　　３投資その他の資産

　　　　長期貸付金 20,000,000

　　　　破産更生債権等 9,099,091

　　　　　 貸倒引当金 ▲ 9,099,091 0

　　　　その他の投資資産 8,424,200

　　　　　    投資その他の資産合計 28,424,200

固定資産合計 12,697,735,775

Ⅱ流動資産

　　　  現金及び預金 855,205,231

　　　  医業未収金 1,999,704,912

　　　  　 貸倒引当金 ▲ 1,572,633 1,998,132,279

　　　  未収金 30,121,011

　　　  医薬品 108,882,377

　　　  診療材料 46,240,607

　　　  貯蔵品 1,940,481

　　　  その他の流動資産 20,971,709

流動資産合計 3,061,493,695

資産合計 15,759,229,470

金　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（令和8年3月31日）
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　　　目

負　債　の　部
Ⅰ固定負債

　　　資産見返負債

　　　　 資産見返運営費負担金 36,076,947

　　　　 資産見返補助金等 38,061,968

　　　　 資産見返寄附金 4,468,733

　　　　 資産見返物品受贈額 488,750 79,096,398

　　　長期借入金 10,982,115,490

　　　引当金

　　　　 退職給付引当金 1,847,225,518

　　　長期未払金 76,051,230

固定負債合計 12,984,488,636

Ⅱ流動負債

　　   一年以内返済予定長期借入金 921,309,810

　　  未払金 1,111,556,173

　　  未払費用 89,823,162

　　　未払消費税等 4,073,600

　　  預り金 66,297,176

　　  引当金

　　　　 賞与引当金 525,711,372

流動負債合計 2,718,771,293

負債合計 15,703,259,929

純　資　産　の　部
Ⅰ資本金

　　　設立団体出資金 5,256,796,751

資本金合計 5,256,796,751

Ⅱ資本剰余金

　　　運営費交付金 3,103,661,330

　　　その他の資本剰余金 ▲ 129,935,777

資本剰余金合計 2,973,725,553

Ⅲ繰越欠損金

　　　当期未処理損失 ▲ 8,174,552,763

　　　　（うち当期総損失） （▲477,127,108）

繰越欠損金合計 ▲ 8,174,552,763

純資産合計 55,969,541

負債純資産合計 15,759,229,470

金　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（令和8年3月31日）
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　　　目
営業収益
　 医業収益
　　　入院収益 8,341,190,878
　　　外来収益 4,404,088,136
　　　その他医業収益 441,675,175
　　　保険等査定減 ▲ 42,130,858 13,144,823,331
　 運営費負担金収益 841,921,600
   補助金等収益 219,798,201
   寄附金収益 12,485,000
   資産見返運営費負担金戻入 106,793,134
   資産見返補助金等戻入 23,559,722
   資産見返寄附金等戻入 272,392
   資産見返物品受贈額戻入 92,128
   営業収益合計 14,349,745,508

営業費用
   医業費用
      給与費 7,061,996,978
      材料費 3,808,061,876
      経費 2,630,118,367
      減価償却費 1,097,701,371
      研究研修費 43,634,119 14,641,512,711

   一般管理費
　　  給与費 267,013,308
　　  経費 34,439,677
　　  減価償却費 16,916,838 318,369,823
   営業費用合計 14,959,882,534
                              営業損失 ▲ 610,137,026

営業外収益
   運営費負担金収益 44,712,581
   運営費交付金収益 3,828,900
   　 宿舎等貸付料収入 68,794,407
  　  院内託児料 10,490,525
   　 その他雑収益 86,032,478 165,317,410
   営業外収益合計 213,858,891

営業外費用
   財務費用
      長期借入金利息 72,301,777
      その他支払利息 1,607 72,303,384
   その他営業外費用
      移行前退職給付費用 3,828,900
      その他雑支出 4,410,228 8,239,128
   営業外費用合計 80,542,512
                             経常損失 ▲ 476,820,647

臨時損失
   固定資産除却損 306,461
   臨時損失合計 306,461

                            当期純損失 ▲ 477,127,108
                            当期総損失 ▲ 477,127,108

金　　　　　　額

損　益　計　算　書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

うち当期総利益
（又は当期総損失）

5,256,796,751 5,256,796,751 2,973,725,553 2,973,725,553 ▲ 7,697,425,655 － ▲ 7,697,425,655 533,096,649

Ⅰ 繰越欠損金の当期変動額（純額）

（１） 利益の処分又は損失の処理

（２） その他

 当期純損失 ▲ 477,127,108 ▲ 477,127,108 ▲ 477,127,108 ▲ 477,127,108

－ － － － ▲ 477,127,108 ▲ 477,127,108 ▲ 477,127,108 ▲ 477,127,108

5,256,796,751 5,256,796,751 2,973,725,553 2,973,725,553 ▲ 8,174,552,763 ▲ 477,127,108 ▲ 8,174,552,763 55,969,541

純資産変動計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産合計
設立団体出資金 資本金合計

当期変動額合計

当期末残高

資本剰余金 資本剰余金合計
当期未処分利益

（又は当期未処理損失）

利益剰余金
（又は繰越欠損金）

合計

当期首残高

当期変動額
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　【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

▲ 3,873,384,829

▲ 7,448,814,640

▲ 1,881,603,472

13,281,252,322

886,634,181

3,828,900

219,852,201

▲ 36,573,795

▲ 637,450,727

513,740,141

▲ 70,579,337

443,160,804

▲ 602,969,284

▲ 309,700,000

128,781,105

6,694,000

▲ 199,700

▲ 777,393,879

894,800,000

▲ 816,503,361

▲ 8,642,133

69,654,506

▲ 264,578,569

1,119,783,800

855,205,231

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　運営費負担金収入

　　　　補助金収入

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　無形固定資産の取得による支出

　　　　利息の支払額

Ⅳ　資金増加額

Ⅴ　資金期首残高

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅵ　資金期末残高

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　長期借入れによる収入

　　　　長期借入金の返済による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　その他

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　補助金等収入

キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　材料の購入による支出

　　　　人件費支出

　　　　その他の業務支出

　　　　医業収入

　　　　運営費負担金収入

　　　　運営費交付金収入

　　　　移行前退職金支払額

　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計
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　【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　目

Ⅰ　当期未処理損失 ▲ 8,174,552,763

　　　　　当期総損失 ▲ 477,127,108

　　　　　前期繰越欠損金 ▲ 7,697,425,655

Ⅱ　次期繰越欠損金 ▲ 8,174,552,763

損失の処理に関する書類
（令和8年3月31日）

金　　　　額
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

Ⅰ 損益計算書上の費用

医業費用 14,641,512,711

一般管理費 318,369,823

営業外費用 80,542,512

臨時損失 306,461

損益計算書上の費用合計 15,040,731,507

Ⅱ 行政コスト 15,040,731,507

行政コスト計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

 ７



注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

１．運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準
期間進行基準を採用しております。
ただし、建設改良に要する経費（長期借入金元金利息償還金に要する経費等）及び移行前退職給付

費用については費用進行基準を採用しています。

２．減価償却の会計処理方法
有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 2～39年
構築物 10～30年
器械備品 2～18年

無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいて償却
しております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、発生した事業年度に全額費用処理しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については

給付算定式基準によっております。

４．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準
役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

６．棚卸資産の評価基準及び評価方法
医薬品 最終仕入原価法に基づく低価法によっております。
診療材料 同上
貯蔵品 同上

７．リース取引の会計処理
リース料総額が3百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

８．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（１）

（２）

（１）
（２）
（３）
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Ⅱ　キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 円

資金期末残高 円

２．重要な非資金取引
（１）ファイナンス・リースによる資産の取得

該当ありません。

Ⅲ 行政コスト計算書関係
1.公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

行政コスト 円
自己収入等 円
機会費用 円

円
（内数）減価償却充当補助金 円

2.機会費用の計上方法
（1） 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の令和8年3月末における利回りを参考に2.366％で計算しております。

（2） 政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和8年3月末における利回りを参考に2.366％で計算しております。

（3） 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、公営企業型地方独立行政法人での
勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

Ⅳ　退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、職員退職手当規程に基づき、各年度に付与された持ち点の累計数に基づいて計算された一時金を支給
しております。

２．確定給付制度
（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 円
　勤務費用 円
　利息費用 円
　数理計算上の差異の当期発生額 円
退職給付の支払額 円
期末における退職給付債務 円

（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
非積立型制度の未積立退職給付債務 円
退職給付引当金 円

（３）退職給付に関連する損益
勤務費用 円
利息費用 円
数理計算上の差異の当期費用処理額 円

　 円

（4）数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎

　割引率

公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 2,121,153,710
130,444,984

1,973,621,038

2.3%

45,114,813
▲ 288,519,917
▲ 119,110,630
1,847,225,518

1,847,225,518
1,847,225,518

236,120,214
45,114,813

▲ 288,519,917
合　　　　　計 ▲ 7,284,890

236,120,214

855,205,231

855,205,231

15,040,731,507
▲ 13,322,898,133

403,320,336
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Ⅴ　固定資産の減損関係
１．固定資産のグルーピングの方法

当法人は単独の病院のみを運営しているため、全体で1つの資産グループとしております。

２．共用資産の概要及び減損の兆候の把握等における取扱い方法
当法人は単独の病院のみを運営しているため、共用資産はありません。

３．減損の兆候が認められた固定資産
該当ありません。

Ⅵ　オペレーティング・リース取引関係
該当ありません。

Ⅶ　金融商品に関する事項
1．金融商品の状況に関する事項
　当法人の資金調達については、地方独立行政法人桑名市総合医療センター会計規程に沿って実施しております。

その他医療機器の整備更新等であり、設立団体である桑名市の事前承認に基づいて借入れを実施しております。
2.金融商品の時価等に関する事項
　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

 なお、現金及び長期貸付金は重要性が乏しいため、預金、未収金及び未払金は短期間で
決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
開示科目 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 長期借入金（注2） (11,903,425) (9,463,275) 2,440,150
負債計 (11,903,425) (9,463,275) 2,440,150

（注1） 負債に計上されているものは（）で示しております。
（注2） 1年以内返済予定の債務を含めております。

（注3）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、
時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　また、医業未収金については、地方独立行政法人桑名市総合医療センター債権管理事務取扱要領に従い、
リスク管理を行っております。
　長期借入金の使途は医療法人の事業譲受に伴う支出、新病院建設に向けた建築及び用地取得費用、
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Ⅷ　重要な債務負担行為

（単位：円）

Ⅸ その他重要事項
1．財務諸表の表示に関する注記
公営企業型地方独立行政法人固有の会計処理に伴う科目は、以下のとおりです。
（1） 資産見返運営費負担金
（2） 資産見返補助金等
（3） 資産見返寄附金
（4） 資産見返物品受贈額
（5） 運営費負担金収益
（6） 運営費交付金収益
（7） 補助金等収益
（8） 寄附金収益
（9） 資産見返運営費負担金戻入
（10） 資産見返補助金等戻入
（11） 資産見返寄附金等戻入
（12） 資産見返物品受贈額戻入

Ⅹ 重要な後発事象

該当ありません。

医事関連業務等委託
（R8.4～R10.3） 409,860,000 409,860,000

清掃管理業務委託
（R6.4～R9.3）

287,020,800 95,725,080

警備業務委託
（R6.4～R11.3）

246,246,000 147,747,600

当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、以下のとおりです。

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額

施設・設備等運転管理業務委託
（R6.4～R9.3）

435,600,000 145,200,000
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財 務 諸 表

（ 附 属 明 細 書 ）



（単位：円）

当期償却額 当期減損額 当期減損相当額

有形固定資産 建物 16,153,446,395 64,800,000 － 16,218,246,395 6,204,790,469 772,421,236  －  －  － 10,013,455,926 (注)
（減価償却費） 構築物 162,749,072 － － 162,749,072 93,227,573 13,952,920  －  －  － 69,521,499

器械備品 4,873,069,563 463,493,364 216,663,810 5,119,899,117 4,320,154,909 268,669,429  －  －  － 799,744,208 (注)
　計 21,189,265,030 528,293,364 216,663,810 21,500,894,584 10,618,172,951 1,055,043,585  －  －  － 10,882,721,633

有形固定資産 建物 － － － － － －  －  －  －  －
（減価償却費相当額） 構築物 － － － － － －  －  －  －  －

器械備品 － － － － － －  －  －  －  －
　計 － － － － － －  －  －  －  －

非償却資産 土地 1,525,746,666 － － 1,525,746,666 － －  －  －  － 1,525,746,666
その他の有形固定資産 3,000,000 － － 3,000,000 － － － － － 3,000,000
　計 1,528,746,666 － － 1,528,746,666 － －  －  －  － 1,528,746,666

有形固定資産合計 土地 1,525,746,666 － － 1,525,746,666 － －  －  －  － 1,525,746,666
建物 16,153,446,395 64,800,000 － 16,218,246,395 6,204,790,469 772,421,236  －  －  － 10,013,455,926
構築物 162,749,072 － － 162,749,072 93,227,573 13,952,920  －  －  － 69,521,499
器械備品 4,873,069,563 463,493,364 216,663,810 5,119,899,117 4,320,154,909 268,669,429  －  －  － 799,744,208
その他の有形固定資産 3,000,000 － － 3,000,000 － － － － － 3,000,000
　計 22,718,011,696 528,293,364 216,663,810 23,029,641,250 10,618,172,951 1,055,043,585 － － － 12,411,468,299

無形固定資産 ソフトウェア 685,250,735 309,700,000 474,092,652 520,858,083 263,098,807 59,574,624  －  －  － 257,759,276 (注)
電話加入権 84,000 － － 84,000 － －  －  －  － 84,000
　計 685,334,735 309,700,000 474,092,652 520,942,083 263,098,807 59,574,624  －  －  － 257,843,276

投資その他の資産 長期貸付金 20,000,000 － － 20,000,000 － －  －  －  － 20,000,000
その他の投資資産 8,224,500 2,112,200 1,912,500 8,424,200 － －  －  －  － 8,424,200
　計 28,224,500 2,112,200 1,912,500 28,424,200 － －  －  －  － 28,424,200

(注)　当期増加額のうち主なものは次のとおりです
建物(建物付属設備) 電子カルテ(ネットワーク) 64,800,000
器械備品 電子カルテ(ハード) 247,250,000
ソフトウェア 電子カルテ(ソフト) 309,700,000

12

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第88特定施設である有形固定資産の除去費用等の

摘要
減損損失累計額

　　　 会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

差引当期末残高



（２）　棚卸資産の明細
（単位：　円）

当期購入・製造・
振替

その他 払出・振替 その他

医薬品 90,136,469 2,333,499,919 － 2,312,049,395 2,704,616 108,882,377  （注）

診療材料 48,354,785 1,477,883,040 － 1,479,997,218 － 46,240,607

貯蔵品 1,926,062 10,972,925 － 10,945,414 13,092 1,940,481

計 140,417,316 3,822,355,884 － 3,802,992,027 2,717,708 157,063,465

　　　（注）　当期減少額のその他には、期限切れによる廃棄もしくは滅失した資産を記載しております。

1
3

期末残高 摘要種類 期首残高

当期増加額 当期減少額



（３）長期借入金の明細
（単位：円）

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率 返済期限 摘要

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 332,523,416 － 34,777,314 297,746,102 1.500% 令 和 16 年 3 月 20 日

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 48,924,431 － 9,532,960 39,391,471 1.300% 令 和 12 年 3 月 20 日

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 18,835,320 － 1,107,960 17,727,360 0.000% 令 和 24 年 3 月 1 日

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 2,358,920 － 138,760 2,220,160 0.000% 令 和 24 年 3 月 1 日

平成24年度　新病院整備事業貸付金 339,233,889 － 16,548,410 322,685,479 1.500% 令 和 25 年 3 月 20 日

平成24年度　新病院整備事業貸付金 26,649,768 － 1,480,542 25,169,226 0.000% 令 和 25 年 3 月 1 日

平成25年度　新病院整備事業貸付金 33,104,100 － 8,189,481 24,914,619 0.700% 令 和 11 年 3 月 20 日

平成25年度　新病院整備事業貸付金 137,142 － 7,218 129,924 0.000% 令 和 26 年 3 月 1 日

平成26年度　新病院整備事業貸付金 28,152,949 － 1,253,427 26,899,522 1.200% 令 和 27 年 3 月 20 日

平成26年度　新病院整備事業貸付金 117,848 － 5,892 111,956 0.000% 令 和 27 年 3 月 1 日

平成27年度　新病院整備事業貸付金 6,022,712 － 272,701 5,750,011 0.500% 令 和 28 年 3 月 20 日

平成27年度　新病院整備事業貸付金 406,508 － 19,356 387,152 0.000% 令 和 28 年 3 月 1 日

平成27年度　新病院整備事業貸付金 190,207,955 － 8,788,581 181,419,374 0.300% 令 和 28 年 3 月 20 日

平成28年度　新病院整備事業貸付金 1,656,376,315 － 70,648,522 1,585,727,793 0.600% 令 和 29 年 3 月 20 日

平成29年度　新病院整備事業貸付金 7,232,243,123 － 294,158,753 6,938,084,370 0.600% 令 和 30 年 3 月 20 日

平成29年度　新病院整備事業貸付金 299,012,000 － 37,376,500 261,635,500 0.000% 令 和 15 年 3 月 1 日

平成30年度　新病院整備事業貸付金 638,904,837 － 25,120,295 613,784,542 0.500% 令 和 31 年 3 月 20 日

平成30年度　新病院整備事業貸付金 5,801,160 － 1,450,072 4,351,088 0.010% 令 和 11 年 3 月 20 日

令和元年度　新病院整備事業貸付金 201,009,045 － 40,199,397 160,809,648 0.003% 令 和 12 年 3 月 20 日
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令和2年度　新病院整備事業貸付金 241,596,564 － 40,225,843 201,370,721 0.040% 令 和 13 年 3 月 20 日

令和2年度　施設整備等貸付事業貸付金 9,250,000 － 9,250,000 － 0.180% 令 和 7 年 11 月 30 日

令和3年度　施設整備等貸付事業貸付金 16,805,040 － 8,401,680 8,403,360 0.020% 令 和 9 年 3 月 20 日

令和3年度　施設整備等貸付事業貸付金 15,200,000 － 7,600,000 7,600,000 0.150% 令 和 8 年 11 月 30 日

令和4年度　施設整備等貸付事業貸付金 228,455,619 － 75,999,697 152,455,922 0.200% 令 和 10 年 3 月 20 日

令和5年度　施設整備等貸付事業貸付金 96,000,000 － 24,000,000 72,000,000 0.300% 令和10年11月30日

令和6年度　施設整備等貸付事業貸付金 157,800,000 － 31,560,000 126,240,000 0.790% 令和11年11月30日

令和7年度　施設整備等貸付事業貸付金 － 683,900,000 68,390,000 615,510,000 1.000% 令 和 12 年 5 月 31 日

令和7年度　施設整備等貸付事業貸付金 － 210,900,000 － 210,900,000 1.440% 令和12年11月30日

計 11,825,128,661 894,800,000 816,503,361 11,903,425,300
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（４）　引当金の明細

（単位：　円）

目的使用 その他

退職給付引当金 1,973,621,038 － 119,110,630 7,284,890 1,847,225,518 (注1)

賞与引当金 498,657,029 525,711,372 498,657,029 － 525,711,372

貸倒引当金 7,339,010 4,352,439 945,245 74,480 10,671,724 (注2)
未収金　　　　　　  1,572,633
破産更生債権等　9,099,091

計 2,479,617,077 530,063,811 618,712,904 7,359,370 2,383,608,614

   (注1)退職給付引当金の当期減少額その他には、数理計算使用の差異及び過去勤務費用の当期の費用処理額を記載しております。

　（注2）貸倒引当金の当期減少額のその他には、回収による目的外の取崩額を記載しております。

摘要

1
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期末残高区分 期首残高
当期減少額

当期増加額



（５）　運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細

①運営費負担金債務 （単位： 円）

令和7年度 － 1,015,415,286 886,634,181 128,781,105 － 1,015,415,286 － －

合計 － 1,015,415,286 886,634,181 128,781,105 － 1,015,415,286 － －

②運営費負担金収益 （単位： 円）

業務等区分 令和7年度支給分 合計

期間進行基準 505,954,831 505,954,831

費用進行基準 380,679,350 380,679,350

合計 886,634,181 886,634,181

交付年度 期首残高 負担金当期交付額

当期振替額
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摘要
運営費負担金収益

資産見返運営費
負担金

資本剰余金 小計
期末残高

引当金見返
との相殺額



（６）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①運営費交付金債務 （単位： 円）

令和7年度 － 3,828,900 3,828,900 － － 3,828,900 － －

合計 － 3,828,900 3,828,900 － － 3,828,900 － －

②運営費交付金収益 （単位： 円）

業務等区分 令和7年度支給分 合計

費用進行基準 3,828,900 3,828,900

合計 3,828,900 3,828,900

交付年度 期首残高 交付金当期交付額

当期振替額
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摘要
運営費交付金収益

資産見返運営費
交付金

資本剰余金 小計
期末残高

引当金見返
との相殺額



（７）　地方公共団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細

建設仮勘定補助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上

令和7年度
病院群輪番制病院運営費補助金

12,929,280 － － － － 12,929,280

令和6年度
三重県新人看護職員研修事業費補助金

818,000 － － － － 818,000

令和6年度
救急医療体制人材確保緊急支援事業補助金

4,630,000 － － － － 4,630,000

令和6年度
産科医等確保支援事業補助金

2,933,000 － － － － 2,933,000

令和7年度
臨床研修費等補助金（医師）

16,266,000 － － － － 16,266,000

令和6年度
子育て医師等復帰支援事業補助金

1,997,000 － － － － 1,997,000

令和6年度
小児・周産期医療提供体制推進事業補助金

2,647,000 － － － － 2,647,000

令和6年度
看護職員キャリアアップ支援事業補助金

33,000 － － － － 33,000

令和7年度
認可外保育施設物価高騰対策支援補助金

238,921 － － － － 238,921

令和7年度
生産性向上・職場環境整備等支援事業補助金

16,000,000 － 6,694,000 － － 9,306,000

令和7年度
医療機関等における賃上げ・物価上昇に対す
る支援事業費補助金（病院物価支援事業）

134,400,000 － － － － 134,400,000

令和7年度
医療機関等における賃上げ・物価上昇に対す
る支援事業費補助金（病院賃上げ支援事業）

33,600,000 － － － － 33,600,000

合計 226,492,201 － 6,694,000 － － 219,798,201
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（単位：　円）

左の会計処理内訳
当期交付額区分 摘要



（８）役員及び職員の給与の明細

支給額 支給人数 支給額 支給人数

千円 人 千円 人

29,419 2 － －

(300) (1) （－） （－）

5,695,426 828 155,433 90

(661,384) (236) （－） （－）

5,724,845 830 155,433 90

(661,684) (237) （－） （－）

(注１） 支給額及び支給人数
　非常勤職員については、外数として（　）内に記載しております。
　また、支給人数については平均支給人数で記載しております。

(注２） 役員報酬基準及び職員給与基準の概要
　役員報酬については、「地方独立行政法人桑名市総合医療センター役員報酬等規程」に
　基づき支給しております。
　職員については、「地方独立行政法人桑名市総合医療センター職員給与規程」に基づき支給しております。

（注３） 法定福利費
　上記明細には法定福利費は含めておりません。

（９）開示すべきセグメント情報

　　　　当法人は単一セグメントにより事業を実施しているため、記載を省略しております。

2
0

退職給与

役員

職員

合計

区分
報酬又は給与



（１０）　医業費用及び一般管理費の明細

(1)医業費用

（単位：　円）

　医業費用
給与費

給料及び手当 4,414,058,366
賞与 626,940,055
賞与引当金繰入額 504,441,267
賃金及び報酬 635,785,921
退職給付費用 ▲ 6,920,645
法定福利費 887,692,014 7,061,996,978

材料費
薬品費 2,312,049,395
診療材料費 1,479,997,218
給食材料費 11,128,305
医療消耗備品費 2,169,250
棚卸資産減耗費 2,717,708 3,808,061,876

経費
厚生福利費 17,306,088
修学費 16,240,000
旅費交通費 2,691,224
職員被服費 788,150
消耗品費 41,343,578
消耗備品費 1,015,287
光熱水費 230,108,780
燃料費 108,635
食糧費 184,632
印刷製本費 5,773,483
修繕費 53,951,198
保険料 28,050,665
賃借料 290,455,004
通信運搬費 19,108,720
委託料 1,234,316,981
手数料 17,168,819
広告料 2,242,000
諸会費 6,647,407
交際費 2,113,394
租税公課 632,945,237
寄付金 18,300,000
雑費 4,981,126
貸倒引当金繰入 4,277,959 2,630,118,367

減価償却費
建物減価償却費 755,614,776
構築物減価償却費 13,842,542
器械備品減価償却費 268,669,429
無形固定資産減価償却費 59,574,624 1,097,701,371

研究研修費
謝金 1,282,941
図書費 18,084,992
旅費 12,174,140
研究雑費 12,092,046 43,634,119

医業費用合計 14,641,512,711

科目 金額
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(2)一般管理費

（単位：　円）

　一般管理費
給与費

役員報酬 29,418,600
給料及び手当 111,200,531
賞与 20,279,869
賞与引当金繰入額 18,506,105
賃金 55,598,224
退職給付費用 ▲ 364,245
法定福利費 32,374,224 267,013,308

経費
厚生福利費 841,386
旅費交通費 141,638
消耗品費 2,175,478
消耗備品費 53,437
光熱水費 12,110,988
燃料費 5,718
食糧費 9,716
印刷製本費 303,868
修繕費 1,211,102
保険料 363,443
賃借料 2,331,791
通信運搬費 1,005,922
委託料 12,151,910
手数料 852,511
広告料 118,000
諸会費 421,940
交際費 109,579
雑費 231,250 34,439,677

減価償却費
建物減価償却費 16,806,460
構築物減価償却費 110,378 16,916,838

一般管理費合計 318,369,823

科目 金額
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（１１）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

（現金及び預金の内訳） （単位：　円）
区分 期末残高 備考

現金 17,296,349

普通預金 837,908,882

合計 855,205,231

（医業未収金の内訳） （単位：　円）
区分 期末残高 備考

入院未収金 1,337,543,252

外来未収金 636,065,312

その他未収金 26,096,348

合計 1,999,704,912

（未払金の内訳） （単位：　円）
区分 期末残高 備考

給与費 248,771,989

材料費 649,415,971

固定資産購入費 4,145,900

経費その他 209,222,313

合計 1,111,556,173
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自 令 和 7 年 4 月 1 日

至 令 和 8 年 3 月 31 日

地方独立行政法人桑名市総合医療センター

決　算　報　告　書

令和7年度



【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

差　額
（決算額－当初予算額）

収入

営業収益 14,984,197,670 14,403,862,373 ▲ 580,335,297

　医業収益 14,103,483,324 13,329,603,572 ▲ 773,879,752

　運営費負担金 837,864,986 841,921,600 4,056,614

　運営費交付金 0 0 0

　補助金等収益 42,609,360 219,852,201 177,242,841 うち物価高騰補助金等168百万円

　寄附金等収益 240,000 12,485,000 12,245,000

営業外収益 223,968,325 225,180,950 1,212,625

　運営費負担金 43,916,413 44,712,581 796,168

　運営費交付金 3,828,900 3,828,900 0

　その他営業外収益 176,223,012 176,639,469 416,457

資本収入 1,233,633,886 1,030,275,105 ▲ 203,358,781

　運営費負担金 133,633,886 128,781,105 ▲ 4,852,781

　運営費交付金 0 0 0

　長期借入金 1,100,000,000 894,800,000 ▲ 205,200,000 当初予算からの購入物品減及びアンギオの
繰越によるもの

　設立団体出資金 0 0 0

　その他資本収入 0 6,694,000 6,694,000 生産性向上・職場環境整備等支援事業補
助金によるもの

その他の収入 0 0 0

計 16,441,799,881 15,659,318,428 ▲ 782,481,453

支出

営業費用 14,236,450,513 14,028,113,434 ▲ 208,337,079

　医業費用 13,913,592,758 13,725,851,242 ▲ 187,741,516

　　給与費 7,272,460,948 7,235,058,012 ▲ 37,402,936

　　材料費 4,337,502,187 4,257,426,819 ▲ 80,075,368

　　経費 2,252,626,623 2,186,029,534 ▲ 66,597,089

　　研究研修費 51,003,000 47,336,877 ▲ 3,666,123

　一般管理費 322,857,755 302,262,192 ▲ 20,595,563

営業外費用 71,986,613 108,983,624 36,997,011

資本支出 1,862,337,847 1,798,641,281 ▲ 63,696,566

　建設改良費 1,110,000,000 975,443,920 ▲ 134,556,080 建設改良の支払い時期のずれとアンギオの
繰越によるもの

　償還金 752,337,847 816,503,361 64,165,514 借り入れた金額の一部を当年度内に償還し
たため

　その他資本支出 0 6,694,000 6,694,000
生産性向上・職場環境整備等支援事業補
助金によるもの

その他の支出 0 0 0

計 16,170,774,973 15,935,738,339 ▲ 235,036,634

単年度資金収支（収入－支出） 271,024,908 ▲ 276,419,911 ▲ 547,444,819

（注）　損益計算書の計上額と決算額の集計区分等の相違の概要は、以下のとおりです。

　　　（1）損益計算書において計上されている現金収入を伴わない収益及び現金支出を伴わない費用は含んでおりません。

　　　（2）上記数値は消費税等込みの金額を記載しております。

令 和 7 年 度 決 算 報 告 書

区　　　　分 当初予算額 決算額 備考
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１．法人の長によるメッセージ 

 

 

 

当院は、平成 21年 10 月に公立の桑名市民病院の地方独立行政法人化とともに、民間病院である平

田循環器病院を統合し、地方独立行政法人桑名市民病院として発足しました。その後、平成 24 年４月

には山本総合病院を統合し、平成 30 年５月には新病院が開院しました。複数の病院が一体となり、地

域医療を支える総合病院として歩みを進めてまいりました。 

 

近年、世の中の流れとして医療 DXが進むなか、ICT の活用はもはや避けて通れない課題となってい

ます。当院では令和７年５月に電子カルテシステムを更新し、診療情報の一元管理と情報セキュリテ

ィのさらなる向上に向けた基盤整備を進めました。また、医療・介護・在宅の連携強化や急性期医療

の適正化が求められる中、令和６年度には地域包括ケア病棟を急性期病棟へいち早く転換し、急性期

医療の受け入れ体制の強化に取り組むことで、令和８年診療報酬の急性期病院 A一般入院料算定の要

件の準備ができました。 

 

さて、令和７年度の経営状況に関しましては、入院患者数が前年度を下回り、また物価高騰や人件

費上昇といった厳しい状況も重なり、医業収益は令和６年度を下回る結果となりました。それでもな

お、急性期医療の質向上に向けた取り組みを継続し、地域中核病院としての責務を果たすべく努力を

続けています。 

 

 今後の当院の取組は、「地域に必要な病院」「患者さまに必要な医療を提供する」このことを一歩一

歩着実に実施してまいります。そして当院の基本理念である「最良の医療を提供し、地域の皆さまか

ら信頼され必要とされる病院を目指します」を合言葉に、職員一丸となって市民の皆さまに「より良

い医療」を提供できるよう、全力で取り組んでまいります。 

 

 

地方独立行政法人桑名市総合医療センター       理事長 白石 泰三 
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２．法人の目的、業務内容  

（１） 法人の目的  

地方独立行政法人桑名市総合医療センターは、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118

号。）に基づき、救急医療及び高度医療をはじめとした安全で良質な医療を提供するとともに、

地域の関係機関及び桑名市と連携して、住民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とす

る。  

  

（２） 業務内容  

当法人は、地方独立行政法人法第１条の目的を達成するため、以下の業務を行う。  

一 医療を提供すること。  

二 医療に関する調査及び研究を行うこと。  

三 医療に従事する者に対する研修を行うこと。  

四 人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。  

五 災害等における医療救護を行うこと。 

六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

  

３．法人の位置づけ及び役割 

平成 30 年に桑名市総合医療センター（新病院）が開院し、高度医療及び急性期医療における地

域の中核病院として、安全で質の高い医療を提供するとともに、災害時や感染症流行時などにおけ

る医療対応が求められる。特に桑員地域における救急医療等に係る基幹病院としての役割や、小

児・周産期医療に係る県最北端の拠点としての役割を果たしながら、他の医療機関との機能分担及

び連携を推進し、地域で二次医療が完結することができる体制を整えることが求められる。 

加えて、市民が健康づくりに取り組めるよう、医療に関する専門分野の知識や蓄積された情報を

活用し、保健医療情報を継続的に発信していく。 

 

４．中期目標  

（１）概要（第４期中期目標（令和６年４月～令和 11 年３月））    

地方独立行政法人桑名市総合医療センターは、平成 30 年４月に、地域の二次医療及び急性期

医療を担う新病院を開院し、「最良の医療を提供し、地域の皆様から信頼され必要とされる病院

を目指す」という基本理念のもと、地域医療の確保と医療サービスの充実に努めている。 

第３期中期目標期間においては、本市の求める、高度で専門的な医療機能を発揮するととも

に、地域医療機関等との機能分担による地域医療連携の基盤を築いてきた。 

また、新型コロナウイルス感染症の対応においても、重点医療機関として感染拡大に伴う感

染症患者の受け入れや医療の提供に貢献し、主導的な役割を果たしてきた。 

近年は、少子高齢化による急激な人口構造の変化に伴い、医療ニーズが高まる一方、それを

支える医療従事者の不足や過重労働が懸念されている。 

そのため、第４期中期目標期間においては、デジタルトランスフォーメーション（DX）によ

る医療水準のさらなる向上と業務の効率化・最適化を図るとともに、安定した経営基盤の確立
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や働き方改革の推進により、将来にわたり持続可能な医療提供を行い、地域住民の安全安心に

貢献することを期待する。 

詳細につきましては、第４期中期目標をご覧ください。 

  

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標等  

当法人の中期目標においては、以下の区分とされております。  

第１ 中期目標の期間  

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上  

１ 医療の提供 

 （１）重点的に取り組む医療の実施 

（２）地域医療連携の推進 

（３）災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 

２ 医療水準の向上 

３ 医療従事者の確保 

４ 患者サービスの一層の向上 

５ より安心で信頼できる質の高い医療の提供 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項  

第４ 財務内容の改善に関する事項  

第５ その他業務運営に関する重要事項  

 

５．理事長の理念や運営上の方針・戦略等  

【基本理念】  

最良の医療を提供し、地域の皆さまから信頼され必要とされる病院を目指します。  

 【基本方針】  

① 患者さんを中心に考え、思いやりの医療を提供します。  

② 医療の水準と質の向上に努め、安全性を確保します。  

③ 地域の皆さまに安心していただける中核病院としての責任を永続的に果たします。  

④ 患者さんおよび職員にとって魅力ある病院をつくります。  

    

６．中期計画及び年度計画  

第４期中期計画（令和６年４月～令和 11年３月）の達成に向け、年度ごとに計画を策定し、実

行している。  

詳細につきましては、第４期中期計画及び年度計画をご覧下さい。   
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第４期中期計画と主な指標等    令和７年度計画と主な指標等  

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

１ 医療の提供 

（１）重点的に取り組む医療の実施 

ａ） 救急医療 

地域の中核病院として、他の医療機関との連

携、役割分担のもとに、二次救急医療までを地

域で完結できる救急医療体制の中心的役割を果

たす。 

24 時間 365 日、地域住民に安全安心な救急医

療を提供すると共に必要な医療を提供できるス

タッフの確保に努める。また、適切な病床管理

を行い、地域の医療機関からの紹介患者及び救

急車搬送患者を積極的に受け入れる体制を整え

る。 

項目 
令和10年度 

計画値 

救急車搬送患者 

受入件数 
5,000人以上 

救急車搬送受入率 91.0％以上 

救急医療管理加算 

算定患者数 
4,250件以上 

 

ａ） 救急医療 

桑名市を中心に桑員地区の救急車を受け入れ

るとともに、地域の医療機関と連携し二次およ

び一部の三次救急患者の初期診療を行い、専門

各科の協力のもと集学的治療を行う。さらに、

教育機関として研修医をはじめ医学生、救急救

命士等の救急科病院実習を担う。 

当院の状況（病床数、スタッフ数等）より想

定される救急車の受け入れを行う。 

 

 

 

項目 
令和７年度 

計画値 

救急車搬送患者 

受入件数 
4,500人以上 

救急車搬送受入率 86.0％以上 

救急医療管理加算

算定患者数 
3,200件以上 

 

ｂ） がん医療 

 三重県がん診療連携準拠点病院として、病理

診断、放射線画像診断等の検査によるがん診断

から、手術治療や放射線療法及び化学療法を効

果的に組み合わせた集学的治療を提供するとと

もに、緩和ケア医療の充実を図る。また、医師

に対し、緩和ケア研修を受講させるなど、医療

スタッフの知識及び技術の向上を図る。 

 専門的な知識を有する看護師や社会福祉士の

相談員をがん相談支援センターに配置し、がん

患者・家族、関係機関等からの相談等に適切に

対応する。 

 

 

 

 

 

ｂ)  がん医療 

ア 三重県がん診療連携準拠点病院として、病

理診断、放射線画像診断等の検査により、早期

がんの診断に努める。難治性がんに対して手術

治療や放射線療法及び化学療法を効果的に組み

合わせた集学的治療を推進し、高度専門的なが

ん医療を提供する。 

イ 腹腔鏡や手術支援ロボットを使用した低侵

襲手術の適応拡大を図るなど、先進技術を活用

した手術を推進する。 

ウ 緩和ケアチームの活動を通じて院内の連携

を強化し早期からの緩和ケア医療の充実を図

る。多職種からなる体制の下、がんのリハビリ

テーションの推進、がん手術患者や化学療法患

者等の口腔ケアの推進等、チーム医療を通して

適切な治療や支援を行う。また、医師及びその

他医療従事者を対象とした緩和ケア研修会を開
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項目 
令和10年度 

計画値 

がんに係る手術件数 855件以上 

放射線治療新規 

患者数 
170件以上 

外来化学療法新規 

患者数 
1,100件以上 

院内がん登録件数 1,300件以上 
 

催し、医療スタッフの知識及び技術の向上を図

る。 

エ 終末期患者を中心に ACP（アドバンス・ケ

ア・プランニング、人生会議）を導入し、医師

及びその他医療従事者、家族が本人の治療やケ

アについて話し合うことで、もしもの時に本人

の意向に沿ったケアを受けられるようにする。 

オ 専門的な知識を有する看護師や社会福祉士

の相談員をがん相談支援センターに配置し、が

ん患者・家族、関係機関等に対する相談や情報

提供等に適切に対応する。ACP に沿った療養が

できるように支援する。 

 

項目 
令和７年度 

計画値 

がんに係る手術件数 790件 

放射線治療新規 

患者数 
190件 

外来化学療法新規 

患者数 
1,230件 

院内がん登録件数 1,300件 
 

ｃ） 脳血管障害、循環器疾患及び消化器疾患 

救急部門と関係各科、リハビリテーション部

門等との連携を強化し、治療内容の充実を図る

とともに、迅速な診断・治療を行うことができ

る体制を維持する。また、内視鏡的処置や手術

支援ロボット手術、鏡視下手術の適応拡大等、

低侵襲医療に積極的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ)  脳血管障害、循環器疾患、消化器疾患、

運動器疾患 

ア 脳血管障害 

救急隊との「脳卒中ホットライン」の運用を令

和６年４月に変更し、より精度の高い救急搬送

体制を構築するとともに、一部の医療機関に

「脳卒中ホットライン」の適応を拡大し緊急症

例の連絡体制を強化する。 

日本脳卒中学会「一次脳卒中センター（PSC）

コア」に認定後も、治療開始までの時間をさら

に短縮するため令和６年７月から PROMISE Call

（虚血性脳卒中患者に対する迅速対応プロトコ

ール）を開始し、令和 7年度はさらなる治療成

績の向上を目指す。 

「脳死下臓器提供施設」の準備が整い令和６年

12 月に臨床倫理審査委員会での承認を受け、臓

器提供の意思表示があればその意向に対応でき

るよう組織を確立する。 

イ 循環器疾患 

急性心筋梗塞をはじめとする重症心疾患患者は

ACS（急性冠症候群）ホットラインで 24時間

365 日にわたって積極的かつ迅速に受け入れ、

適切な治療を施せる体制をこれまで通り維持し

ていく。バイパスや大動脈解離等の緊急を要す
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る外科症例については地域基幹施設と連携をと

り予後改善に努める。 

超高齢社会となり増加している心不全患者に対

し、医師、看護師、理学療法士、管理栄養士、

薬剤師等の多職種チームによりきめ細やかな医

療を提供し、発症早期からの心臓リハビリテー

ションを導入し地域連携や病診連携を強化し心

不全再増悪・再入院予防を進めていく。 

下肢閉塞性動脈硬化症に対しては新設した足の

傷外来を活用し北勢地域の包括的高度慢性下肢

虚血の患者の受け入れ体制を整え、下肢虚血に

対するカテーテル治療成績を向上させる。 

ウ 消化器疾患 

公的病院として市民や近隣医療施設のニーズ

に応えるように診療体制を構築する。緊急対応

を要する消化管出血や胆道感染、急性肝不全に

対しこれまで以上に迅速に対応できるよう救急

医療体制を充実させる。 

また関係部署と連携し、がん薬物療法を積極

的に当院で診療し、病院経営にも寄与してい

く。 

消化器がんの早期発見・治療や難治性がんに

対する集学的治療の充実を図るとともに救急疾

患への対応を強化する。 

急性腹症、吐下血、総胆管結石やがんによる

胆管炎、閉塞性黄疸など消化器領域の緊急処

置、緊急手術等の救急医療体制の強化を図る。 

健診センターと連携し消化器疾患の早期発見

・早期治療に努める。特に特殊内視鏡検査を充

実させ、診療レベルの向上を図り、消化管の早

期がんに対する内視鏡的治療を積極的に行う。

また、肝臓がんに対しては早期に診断し画像

（エコーまたは CT）ガイド下ラジオ波焼灼術を

行う。外科的治療が必要になった場合には低侵

襲な鏡視下手術で根治手術を進めていく。 

進行消化器がんに対しても低侵襲な鏡視下手

術、ロボット支援下手術を導入し、治療の質の

向上を図っていく。同時に低侵襲手術の技術認

定医を育成する。 

切除困難な難治性高度進行がんに対してはキ

ャンサーボードを開催し、放射線科や外科系他

科と連携し、集学的治療を推進していく。 
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〔疾患別入院延べ患者数〕 

項目 
令和10年度 

計画値 

脳血管障害 15,650人以上 

循環器疾患 19,380人以上 

消化器疾患 28,140人以上 
 

三重大学医学部付属病院と連携し、動脈再建

や腹壁再建など血管外科・形成外科手技を伴う

高難度手術症例（食道がん、肝胆膵がん等）を

増やし、食道外科専門医認定施設、肝胆膵外科

高度技能専門医修練施設の認定を目指す。 
〔疾患別患者数（延入院患者数）〕 

項目 
令和７年度 

計画値 

脳血管障害 14,000人以上 

循環器疾患 16,300人以上 

消化器疾患 27,700人以上 
 

ｄ） 小児医療及び周産期医療 

 小児医療については、地域の二次救急受入れ

の役割を担うほか、地域の医療機関や応急診療

所と連携し、入院機能など地域に必要とされる

役割を果たす。また医療的ケア児の在宅療養を

支えるためのレスパイト入院を引き続き行う。 

 

項目 
令和10年度 

計画値 

小児科新規入院患者数 780人以上 

小児科救急車搬送受入数 175件以上 

小児科紹介件数 550件以上 

※第４期中期計画における小児科救急車搬送受入数の数値は小児科救急外来

受診数の数値であったため修正しております。 

 

周産期医療については、通常分娩に加え、近

隣の産科病院、医院との連携をより強固にして

いくことで、リスクの高い妊産婦の外来紹介や

緊急母体搬送、新生児搬送の受け入れを推進

し、NICU（新生児特定集中治療室）の充実によ

り高度な新生児治療に対応していく。また、医

師・看護師・助産師等の更なる充実を図り、地

域周産期母子医療センターの指定を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ） 小児医療及び周産期医療 

ア 小児医療 

 小児医療については、地域の二次救急受入れ

の役割を担うほか、地域の医療機関や応急診療

所と連携し、入院機能など地域に必要とされる

役割を果たす。また医療的ケア児の在宅療養を

支えるためのレスパイト入院を引き続き行う。 

項目 
令和７年度 

計画値 

小児科新規入院患者数 740人以上 

小児科救急車搬送受入数 150件以上 

小児科紹介件数 700件以上 

 

 

イ 周産期医療 

当院での分娩件数を維持するためには 24時

間対応の無痛分娩の提供とそれに対応できる病

棟スタッフの数や体制づくりが重要である。ま

た母体高年齢化や不妊治療の症例が増加してお

り、分娩時大量出血や産科合併症が増加してい

る。令和６年５月から当院が地域周産期母子医

療センターに施設認定されたことから、分娩数

の減少にも関わらず産科的重症例が紹介あるい

は搬送される例が変わらずあることが今後も予

想される。そのため安全に緊急帝王切開や分娩

時大量出血に対応すべく各部署とシミュレーシ

ョンを通して連携を図っていく。 

昨年度と同様に NICU（新生児特定集中治療

室）に加え GCU（新生児回復室）の設置を検討

する。周産期に対応できる臨床心理士の配置を

目指す。より重症な疾患や 30 週未満の早産に

ついては近隣の総合・地域周産期母子医療セン

ターと連携して診療を行う。高次施設で急性期

治療を行った新生児は、バックトランスファー
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項目 
令和10年度 

計画値 

分娩件数 450人以上 
 

で受け入れ、退院後のフォローや在宅療養支援

へつなぐ診療を行う。 

項目 
令和７年度 

計画値 

分娩件数 460人以上 
 

（２）地域医療連携の推進 

地域医療支援病院として、かかりつけ医や地

域の医療機関との機能分担と連携の一層強化や

地域連携パスの運用を推進等により、紹介され

た患者の受入れと患者に適した医療機関への紹

介を円滑に進めながら、地域完結型医療を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

項目 
令和10年度 

計画値 

紹介率 94.5％ 

逆紹介率 100.0％ 

 

地域医療センターにおける機能の充実を図

り、地域包括支援センターを始め、地域の介

護・福祉施設への患者情報の提供や退院時カン

ファレンスの取組み等を推進することにより、

地域包括ケアシステムの構築に向けて医療から

介護・福祉への切れ目のないサービスを提供で

きる体制の整備を進める。また、在宅患者の急

変時には患者を受け入れるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、高度

医療及び急性期医療における地域の中核病院と

して、他の医療機関との機能分担及び連携を推

進し、患者が退院後も切れ目のないケアを受け

られるよう、各医療機関と協力して地域におけ

る在宅医療を含む医療・福祉及び介護の連携体

制の構築に貢献していく。 

ａ） 地域医療支援病院としての要件を満たし

紹介率・逆紹介率の維持 

紹介された患者の受入と患者に適した医療機

関への紹介を、地元医師会と協力して進め、紹

介率及び逆紹介率の基準をクリアする。 

項目 
令和７年度 

計画値 

紹介率 92.0％ 

逆紹介率 120.0％ 

ｂ） 地域との連携強化の向上を図る 

 ア 在宅チームとの連携強化 

 イ 退院支援の質の向上 

 ウ 地域の医療介護従事者への教育 

 エ 地域の開業医・病院とのスムーズかつス

マートな連携 

 オ 地域連携検査の利用（当院保有の高度医

療機器の共同利用） 

 カ 地域連携パスの利用 
〔地域利用検査の利用数〕 

項目 
令和７年度 

計画値 

脳卒中 95件 

大腿骨頸部骨折 60件 

当院が保有している高度医療機器を地域の開

業医の先生方と共同利用することで、患者は当

院で検査のみを受け、検査終了後は帰宅する

か、紹介元の開業医へ戻り診察を受けることが
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でき、待ち時間を大幅に短縮できるメリットが

ある。 
〔地域利用検査の利用数〕 

項目 
令和７年度 

計画値 

MRI 850件以上 

CT 1,680件以上 

RI 10件以上 

ｃ） 地域包括ケアシステムの構築 

地域包括支援センターを始め、地域の介護・

福祉施設への患者情報の提供や退院時カンファ

レンスの取組等を推進する。また、急性期病院

として在宅患者の急変時には受入れるよう努め

るとともに、地域医療を支援する。 

（３）災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 

地域災害拠点病院として、災害医療に関する

研修及び医療救護を想定した訓練等を充実させ

るとともに、設備の点検や物資及び通信手段の

確保を継続し、三重県、桑名市、関係機関及び

協定企業等との連携強化に努め災害発生時に備

える。 

災害発生時には BCP（事業継続計画）及び災害

対策マニュアルに基づき、病院事業の継続に努

めるとともに、三重県及び桑名市からの要請に

応じて、DMAT（災害派遣医療チーム）の派遣を

含めた医療救護活動を行うなど、自治体が実施

する災害対策等に協力する。 

新興感染症等の流行時等には、新型コロナウ

イルス感染症拡大時に重点拠点医療機関として

対応した経験を生かし、関係機関と連携・協力

し、一般の医療提供体制を確保しながら感染症

医療に適切に対応し、地域住民の安全安心に貢

献する。 

 

災害医療に関する研修及び医療救護を想定し

た訓練等を充実させ、また、南海トラフ地震を

想定した訓練を行い、災害に備えるとともに、

災害時には、桑名市からの要請に基づき必要な

医療救護活動を実施し、桑名市が実施する災害

対策等に協力する。 

災害発生時の医療活動に備えた医薬品、水、

食料及び重油などの備蓄や諸設備の維持管理を

行うとともに、受援体制を整えておく。 

地域災害拠点病院として災害時には DMAT（災

害派遣医療チーム）の派遣及び県からの要請に

基づく支援等を実施する。 

防火防災管理講習等の受講を推奨し、災害時

に指導力を発揮できる人材を育成する。 

新興感染症等の流行時等には、新型コロナウ

イルス感染症拡大時に重点医療機関として対応

した経験を活かし、関係機関と連携・協力し、

一般の医療提供体制を確保しながら感染症医療

に適切に対応し、地域住民の安全安心に貢献す

る。 

２ 医療水準の向上 

（１）高度・専門医療への取組み 

地域の中核病院として、高度で専門的な医療

提供体制の充実に取り組む。循環器センター、

消化器センター及び脳卒中センターの機能や集

学的治療体制の強化と充実を図る。 

 

地域の中核病院として、高度で専門的な医療

提供体制の充実に取り組む。循環器センター、

消化器センター及び脳卒中センターの機能や集

学的治療体制の強化と充実を図る。 
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（２）デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 

三重大学及び桑名市を始めとする関係機関と連

携し、ICT や AI 等のデジタル技術の導入や、他

医療機関とのネットワークの構築など、情報セキ

ュリティ確保の徹底を図りながらデジタルトラン

スフォーメーション（DX）を推進することによ

り、医療の質の向上及び業務の効率化を図る。 

三重大学を始めとする関係機関と連携し、ICT

や AI 等のデジタル技術を活用することにより、

医療の質の向上や業務の効率化を図る。 

令和７年度は電子カルテシステムの更新を実

施するとともに、業務用スマートフォンの導入

に向け準備を進める。 

 ３ 医療従事者の確保 

（１）医師の確保 

計画的に設備及び医療機器の整備を進めると

ともに、各種専門医の研修施設認定を取得し、

医師にとって魅力的な病院作りに努める。ま

た、タスクシフト、タスクシェアや IT（情報技

術）の導入活用等による負担軽減体制を強化す

る等、医師の業務環境の改善を図る。 

診療科ごとの医師の充足度を把握し、大学等

関係機関との連携の強化、公募の推進等によ

り、医師の確保に努める。 

 

計画的に設備及び医療機器の整備を進めると

ともに、各種専門医の研修施設認定の取得、学

会への参加機会の確保等により教育、研修の充

実を図り、医師にとって魅力的な病院作りに努

める。医師の働き方については、タスクシフ

ト・タスクシェアを図るために特定行為研修修

了看護師の育成や医師事務作業補助者の配置、

多職種によるチーム医療の推進を図り、業務が

集中しない体制づくりに努める。また、IT の導

入活用等による負担軽減体制を強化する等、医

師の業務環境の改善を図る。 

診療科ごとの医師の充足度を把握し、大学等

関係機関との連携の強化、公募の推進等により

医師の確保に努める。 

（２）研修医の受入れ及び育成 

幅広い診療科目を有する急性期病院として、

初期臨床研修プログラムの改善及び充実を図る

ほか、各種専門医の研修機関としての認定を取

得する等、教育研修体制の整備を進め、初期研

修医及び専攻医（専門分野の研修を行う医師を

いう。）の受入れ拡大及び定着を図る。 

幅広い診療科目を有する急性期病院として、

初期臨床研修プログラムの改善及び充実を図る

ほか、各種専門医の研修機関としての認定を取

得する等、教育研修体制の整備を進め、初期研

修医及び専攻医（専門分野の研修を行う医師を

いう。）の受入れ拡大及び定着を図る。 

（３）薬剤師及び看護師の確保及び定着 

薬剤師については、実務実習を通じて関係教

育機関との連携の強化や、薬剤師修学資金貸与

制度や奨学金返還助成制度、各専門薬剤師研修

施設の認定取得といった、教育研修体制の整備

を進め、薬剤師にとって魅力的な病院作りに努

め、確保を図る。 

現在、薬剤師修学資金貸与制度及び修学金返

還助成制度に加え、令和６年度より三重県にお

ける薬剤師確保計画の中で、三重県薬剤師奨学

金返還支援事業へ登録し、卒後の奨学金返済を

支援することで薬剤師の確保に努める。ワー

ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の

推進として、有給休暇を取得しやすい環境、各
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看護師については、教育実習や講師派遣を通

じて関係教育機関との連携の強化、新卒者を支

援できる教育や看護体制を敷いて看護師の確保

を図る。長時間勤務の改善や育児中の女性職員

の業務の負担を軽減するなど、ワーク・ライ

フ・バランス（仕事と生活の調和）に配慮した

働きやすい環境を整備し、定着に取り組む。特

に、女性医療職については、柔軟な雇用形態や

院内保育所の充実により、その確保を図る。 

 

種認定・専門薬剤師取得するための支援（学会

参加、発表、論文投稿）、子育てや介護などによ

る勤務への配慮などに努め、薬剤師の定着を図

る。 

助産師・看護師については、臨地実習や講師

派遣を通じて関係教育機関との連携の強化、新

卒者を支援できる教育や看護体制を敷いて看護

師の確保を図る。また令和 7年度は、助産科の

臨地実習受け入れを開始しさらなる人材確保に

繋げる。 

そして短時間正規職員制度を含む柔軟な雇用

形態や院内保育園の直営化による柔軟な児童の

受け入れ態勢の構築により、ワーク・ライフ・

バランスに配慮した働きやすい環境の整備に努

め、その確保及び定着を図る。 

クリニカルラダーの運用と推進を継続して行

い、各看護職員の看護実践能力やキャリアを育

成する。 

看護補助者の直接雇用をさらに推進し、タス

クシフト・タスクシェアを行うことで、助産

師・看護師の業務負担軽減に努める。 

４ 患者サービスの一層の向上 

（１）診療待ち時間等の改善 

地域連携を推進し、地域の医療機関との役割

分担を行い、外来診療の待ち時間短縮に努め

る。また、待ち時間に関する実態調査を定期的

に行い、その現況及び原因を把握し、必要に応

じてシステムの導入、見直しを始めとする改善

を行う。 

項目 
令和10年度 

計画値 

滞在時間 1時間45分 
 

地域連携を推進し、地域の医療機関との役割

分担を行い、外来患者数の適正化に努めること

で外来診療の待ち時間短縮に努める。また、待

ち時間に関する実態調査を定期的に行い、その

現況及び原因を把握し、医療費後払いシステム

等の見直しを始めとする改善を行う。 

項目 
令和７年度 

計画値 

滞在時間 1時間50分 
 

（２）院内環境の改善 

患者動線に配慮した案内方法を工夫する等、

院内環境の整備を進める。また、市民ボランテ

ィアと連携・協力して患者サービスを向上させ

るため、ボランティアの積極的な参加が可能と

なるよう、受入れ体制の整備を進める。 

 

患者動線に配慮した案内方法を工夫する等、

院内環境の整備を進める。 

快適な療養環境を提供できるように建物、建

物設備、医療器械の点検整備を進め、 

安心で安全な環境を維持する。また必要に応

じて改善策を講じる。電子処方箋や医療費後払

いシステムなどの電子データのオンライン運用

を推進することにより患者の利便性の向上に努

める。 
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（３）職員の接遇の向上 

院内のご意見箱、病院ホームページ及び定期

的な患者アンケート等を通じて患者の意向をと

らえ、患者サービスの向上につなげる。その上

で、全職員を対象とする研修会を実施し、病院

全体の接遇の向上を図る。 

 

 
 

項目 
令和10年度 

計画値 

患者満足度調査結果（外来） 満足度85％ 

患者満足度調査結果（入院） 満足度85％ 

接遇研修実施回数 １回 
 

ご意見箱や、ホームページを通じて寄せられ

た意見により、患者や利用者の意向を的確に把

握し検討することにより患者サービスの向上に

努める。いただいた意見に対する回答を速やか

に掲示するとともに、職員への周知を徹底す

る。また、研修会を実施する等、病院全体の接

遇の向上を図る。 

 

項目 
令和７年度 

計画値 

患者満足度調査結果（外来） 81％以上 

患者満足度調査結果（入院） 96％以上 

接遇研修実施回数 １回 
 

５ より安心で信頼できる質の高い医療の提供 

（１）医療安全対策の徹底 

安全で良質な医療を提供するため、積極的に

インシデント情報が報告される環境づくりを行

う。医療安全管理委員会において医療事故及び

医療事故につながる潜在的事故要因に関する情

報の収集及び分析に努め、フィードバックを行

い、患者へ安全安心な医療を提供できる環境を

整備する。 

院内感染の発生原因の究明及び防止対策を確

立し、患者とその家族及び職員の安全を確保す

るため、院内感染対策委員会及び感染対策チー

ムにおいて、感染源や感染経路に応じた未然防

止及び発生時の院内感染対策を検討し、確実に

実施する。また、新興感染症等が発生した場合

には、感染防止対策を徹底しながら、状況に応

じて適切に対応する。 

職員全員に参加を義務づける医療安全及び感

染対策に関する研修を通年にわたって開催し、

職員の意識向上に引き続き努める。 

 

 

 

 

 

 

 

昨年度、病院機能評価３rd：Ver3.0 の認定を

受けたことで、より安全で良質な医療の提供を

求められる環境となった。 

医療安全管理委員会において、医療事故及び

医療事故につながる潜在的事故要因に関する情

報の収集及び分析に努め、職員へインシデント

の分析能力を付けるために、防止対策案を職員

のもとにフィードバックし医療安全対策を講じ

る。 

・RCA（根本原因分析）等の分析をインシデント

レポートから提出部署の職員とともに行う 

・マニュアルの更新と医療安全情報の発信 

・月１回医療安全チームによる院内ラウンド 

・M＆M（Morbidity(合併症）&Mortality（死

亡）)カンファレンスの積極的な開催         

・医療安全研修会を年２回行い、受講率 100％

を目指す 

以上の項目を行い安全で良質な医療が提供で

きるように努める。 

院内感染対策委員会及び感染対策チーム ICT

（Infection Control Team）において、感染

源や感染経路に応じた未然防止及び発生時の院

内感染対策を確実に実施する。 

ａ）院内感染の発生防止や蔓延阻止を実現 

・院内感染対策委員会を定期的に開催 

・医療関連感染サーベイランスの実施（薬剤耐

性菌・中心静脈ライン関連血流感染・手術部
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項目 
令和 10 年度 

計画値 

インシデントレポート件数 3,200 件 
 

位感染・手指衛生・人工呼吸器関連イベン

ト） 

・ICT による院内ラウンドの実施、感染防止策

の介入と支援 

・抗菌薬適正支援チーム AST（Antimicrobial 

Stewardship Team）による抗菌薬の適正使用

を監視 

ｂ）当施設に関わる全職員の院内感染防止に関

する知識や技術の向上を図る 

・年２回、感染対策に関わる研修会と抗菌薬適

正使用支援研修会を開催 

・新たな事象に対応するためマニュアルを必要

に応じて見直し、全職員に周知 

ｃ）地域連携を行い、新興感染症を含む感染制

御の機能強化を図る 

・感染対策向上加算１医療機関と密に情報交換

を行い、相互評価及びカンファレンスの開催 

・保健所、医師会と連携し、感染対策向上加算

２・３医療機関と年４回のカンファレンスの

開催 

・新興感染症発生時の対応を想定した、感染防

止策訓練の実施 

・抗菌薬適正使用や、感染の発生状況の情報を

収集、フィードバック 

・地域連携施設からのコンサルテーションの受 

 諾 

項目 
令和７年度 

計画値 

インシデントレポート件数 2,750 件以上 
 

（２）信頼される医療の提供 

個人情報の保護及びインフォームド・コンセ

ントを徹底するとともに、セカンドオピニオン

の実施や、インシデントレポート件数の公開

等、適切な情報開示を行うことにより、患者、

その家族及び地域住民に信頼される医療を提供

する。 

個人情報取扱規程及び桑名市個人情報保護条

例に基づき、個人情報の保護を行う。 

医療の中心は患者であるという認識の下、イ

ンフォームド・コンセントを徹底するととも

に、セカンドオピニオン等、エビデンスに基づ

いた医療情報を提供する。 

患者の症状に応じた専門的な診療を行い質の

高い医療を提供する。 

医師をはじめとする専門的な知識、技術を有

する複数の医療従事者が、診療科、職種を越え

て患者情報を共有し、連携・協働してチーム医

療を推進する。 

（３）施設設備の整備及び更新 
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 病院の施設設備については、地域医療を担う

中核病院として、必要性や費用対効果を勘案し

て整備及び更新を進める。特に、今中期計画期

間中に更新時期に入る電子カルテシステム及び

関連部門システムについては、安定的な診療録

の記録・保存を継続的に実施できることを第一

に考え、限られた予算のなかで可能な限り業務

の効率化や省力化などを図る。また、施設の老

朽化対策として、長寿命化のための予防的な修

繕も実施し、維持管理・更新等に係るトータル

コストの縮減と予算の平準化を図る。 

病院の施設設備については、地域医療を担う

中核病院として、必要性や費用対効果を勘案し

て整備及び更新を進める。特に、令和７年度に

更新を予定する電子カルテシステム及び関連部

門システムについては、安定的な診療録の記

録・保存を継続的に実施できることを第一に考

え、限られた予算のなかで可能な限り業務の効

率化や省力化などを図る。また、施設の老朽化

対策として、長寿命化のための予防的な修繕を

実施し、維持管理・更新等に係るトータルコス

トの縮減と予算の平準化を図る。 

（４）市民への保健医療情報の発信及び普及啓発等 

医療に関する専門分野の知識や蓄積された情

報を活用して、市民公開講座の開催、広報やホ

ームページの活用により、保健医療情報を発信

し、地域住民の健康寿命の延伸に寄与すること

で、地域住民全体の福祉と健康の増進に貢献す

る。 

医療に関する専門分野の知識や蓄積された情

報を活用して、市民公開講座の開催、広報やホ

ームページの活用により、保健医療情報を発信

し、地域住民への普及啓発活動を行い、市民の

医療や健康に対する意識の向上を図る。 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

１ 規則ある職場づくり 

法令遵守を徹底し、規律ある職場づくりに努

めること。また、職員は、自己の職責を理解

し、その職責を果たすよう努めること。 

法令遵守を徹底し、規律ある職場づくりに努

める。また、職員は、自己の職責を理解し、そ

の職責を果たすよう努める。 

２ 適切かつ弾力的な人員配置 

高度な専門知識と技術に支えられた良質で安

全な医療を提供するため、地方独立行政法人化

のメリットの一つである柔軟な人事管理制度を

活用して、医師をはじめとする職員を適切かつ

弾力的に配置する。 

必要に応じて常勤以外の雇用形態を取り入れ

ることにより、多様な専門職の活用を図り、効

果的な医療の提供及び効率的な業務運営に努め

る。 

高度な専門知識と技術に支えられた良質で安

全な医療を提供するため、地方独立行政法人化

のメリットの一つである柔軟な人事管理制度を

活用して、医師をはじめとする職員を適切かつ

弾力的に配置する。 

医療従事者の確保については随時採用の実施

や必要に応じて、多様な雇用形態を取り入れ、

適材適所による人材の有効活用を図ることによ

り、効果的な医療の提供及び効率的な業務運営

に努める。 

 

３ 職員の職務能力の向上 

職員の努力が評価され処遇に反映される仕組

みを推進するとともに、研修等を充実させるこ

とにより、職務能力の向上を図る。また、認定

職員の努力が評価され処遇に反映される仕組

みを推進するとともに、研修等を充実させるこ

とにより、職務能力の向上を図る。また、認定
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看護師や専門看護師など専門職種の資格の取得

を促し、配置に努める。 

看護師や専門看護師など専門職種の資格の取得

を促し、配置に努める。 

４ 職員の就労環境の整備 

国が推進する働き方改革の動向を踏まえ、タ

スクシフト、タスクシェア及び IT（情報技術）

導入活用を検討し、業務の効率化、負担軽減に

取り組むことで職員の勤務時間の均衡を図り、

医師を含む全職員の時間外労働時間の縮減と有

給休暇取得促進を目指す。 

ワーク・ライフ・バランスに配慮した、働き

やすく、働きがいのある就労環境を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
令和10年度 

計画値 

平均時間外労働時間数

（医師） 
30.0時間未満 

平均時間外労働時間数

（医師以外） 
5.5時間未満 

有給休暇平均取得日数 16.0日以上 
 

 国が推進する働き方改革の動向を踏まえ、タ

スクシフト、タスクシェア及び IT（情報技術）

導入活用を推進し、業務の効率化、負担軽減に

取り組むことで職員の勤務時間の均衡を図り、

医師を含む全職員の時間外労働時間の縮減と有

給休暇５日以上の取得の促進を図る。 

また時間外労働時間の縮減については職員の健

康管理の観点から月１回衛生委員会等でも積極

的に協議し、それを基に適切な管理、対策を行

う。 

ワーク・ライフ・バランスに配慮した、働きや

すく、働きがいのある就労環境を整備する。 

職員の給与については、職員の努力や法人の業

績が反映されるよう導入した給与制度を適切に

運用するとともに、処遇改善のために必要な給

与改正を行う。 

項目 
令和７年度 

計画値 

平均時間外労働時間数

（医師） 
29.2時間未満 

平均時間外労働時間数

（医師以外） 
5.3時間未満 

有給休暇平均取得日数 16.0日以上 
 

５ 効率的な業務体制の推進と改善 

中期目標を達成するため、迅速な意思決定と

機動的な経営判断により効果的かつ効率的な業

務運営を推進するとともに、法人組織として内

部統制の体制充実を図る。 

病院経営に係る目標の設定や課題・改善提案

に対し、職員の誰もが参画可能な体制にするな

ど、職員個々が経営状況を理解し、継続的に業

務改善へ取り組む組織風土を醸成する。 

また、IT（情報技術）を活用し、組織内の情

報共有や相互連携を進め、効率的な業務の執行

に努める。公益財団法人日本医療機能評価機構

による病院機能評価の結果に基づき、指摘箇所

等の継続的な改善活動に取り組む。 

中期計画及び年度計画に掲げる目標の着実な

達成に向けて、迅速な意思決定と機動的な経営

判断により効率的かつ効果的な業務運営を推進

するとともに、法人組織として内部統制の体制

充実を図る。 

医療を取り巻く環境の変化に対応し病院経営

に係る目標の設定や課題・改善提案に対し、職

員の誰もが参画可能な体制にするなど、職員

個々が経営状況を理解し、継続的に業務改善へ

取り組む組織風土を醸成し、機能強化ならびに

環境整備を行う。 

また、IT（情報技術）を活用し、組織内の情

報共有や相互連携を進め、効率的な業務の執行

に努める。公益財団法人日本医療機能評価機構

による病院機能評価の結果に基づき、指摘箇所

等の継続的な改善活動に取り組む。 
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第３財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 持続可能な経営基盤の確立 

公的な病院としての使命を果たしつつ、恒常

的な経営黒字化を達成するため、「第２ 住民に

提供するサービスその他の業務の質の向上に関

する事項」に定める計画を適切に実施する。ま

た、設立団体との連携を密にし、相互に協力し

一体となって持続可能な経営基盤の確立を目指

す。  

項目 
令和10年度 

計画値 

純利益 211百万円 

経常収支比率 100.0％以上 

修正医業収支比率 94.0％以上 
 

「第１ 住民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成するため

にとるべき措置」に定める計画を適切に実施

し、設立団体との連携を密にし、相互に協力し

一体となって持続可能な経営基盤の確立を目指

す。  

 

項目 
令和７年度 

計画値 

純利益 ▲295百万円 

経常収支比率 98.1％ 

修正医業収支比率 92.8％ 
 

２ 収入の確保 

救急医療や地域医療連携の推進、ベッドコン

トロールチームを中心とした適切かつ効率的な

病床運用により、病床稼働率等の計画値達成を

目指す。また、地域の高度医療及び急性期医療

を担う中核病院としての機能を発揮することに

より、入院、外来における１日１人当り収益の

向上に努める。 

項目 
令和10年度 

計画値 

１人１日当り外来収益 22,000円 

新入院患者数 10,800人 

１人１日当り入院収益 75,000円 

病床稼働率 82.0％ 
 

 医療制度や医療環境の変化等に的確に対応

し、救急医療の充実及び地域医療連携の推進、

新入院患者数の増加を目指す。また、地域の高

度医療及び急性期医療を担う中核病院としての

機能を発揮することにより、入院、外来におけ

る１人１日当り収益の向上に努める。 
 

項目 
令和７年度 

計画値 

１人１日当り外来収益 21,000円 

新入院患者数 10,200人 

１人１日当り入院収益 74,000円 

病床稼働率 85.0％ 
 

３ 支出の節減 

医療機器の効果的な調達や、適切な修繕の実

施による機器の長寿命化を図り、限りある財源

を効率よく運用する。また、業務委託の必要性

や委託内容についても、最適な手法を検討し、

必要に応じ見直しを行う。 

給与費対医業収益比率についても、医療安全

の確保、医療の質やサービスの向上等に十分配

慮した上で低減に努める。 

 

 

 

 

 

給与費対医業収益比率については、医療安全

及び、医療の質やサービスの向上等を確保しつ

つ、IT を活用した運用を行い給与費の適正化に

努める。 

患者提供サービスに必要な医療機器は積極的

に更新を行っていくとともに、効果的な調達

や、適切な修繕の実施による機器の長寿命化を

図る。限りある財源を効率よく運用する。空調

及び施設設備の運用に係るエネルギーの効果的

な運用を行い、更なる光熱水費の削減等、費用

の節減に努める。 
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項目 
令和10年度 

計画値 

給与費 

対医業収益比率 
55.0％ 

 

 

薬品及び診療材料における同種・同効果のも

のの整理、購入方法の見直し等による材料費の

削減を図る。 

 

項目 
令和７年度 

計画値 

給与費 

対医業収益比率 
54.2％ 

薬品費 

対医業収益比率 
17.9％ 

診療材料費 

対医業収益比率 
12.7％ 

※計画値は税込表示となっている。 

また、後発医薬品を積極的に採用し、後発医

薬品使用率の向上に継続的に取り組む。 

項目 
令和７年度 

計画値 

後発医薬品使用率 93.0％ 

 

 

第４ 予算 

１ 予算 

２ 収支計画 

３ 資金計画 

詳細につきましては、第４期中期計画及び年

度計画をご覧下さい。 

▶ 同左  

第５ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 1,800 百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

 (1)業績手当の支給等による資金不足への対応 

 (2)予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支

給等偶発的な出費への対応 

▶ 同左  

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合に

は、当該財産の処分に関する計画 

なし  なし 

第７ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産以外の重要な

財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画  

なし  なし 

第８ 剰余金の使途 

決算において剰余を生じた場合は、病院施設の

整備又は医療機器の購入等に充てる。 

 

▶ 同左 
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第９ 桑名市地方独立行政法人法施行細則（平成 21 年桑名市規則第 26号）第６条で定める事項 

１ 地域の医療水準向上への貢献に関する計画 

他の臨床研修病院の研修協力病院として、そ

の病院の臨床研修医を受入れるほか、看護学生

及び薬学生等の実習の受入れ等を積極的に行

い、地域の医療従事者の育成を進める。 

また、桑名市消防本部との連携により、救急

ワークステーションにおける救急救命士の実習

受入れを進める。 

▶ 同左 

２ 医療機器の整備に関する計画 

高度医療及び急性期医療に取り組むため、費

用対効果、地域住民の医療需要及び医療技術の

進展等から総合的に判断して、高度医療機器の

整備を適切に実施する。 

整備の財源は桑名市長期借入金ないし自主財

源等とし、各事業年度の桑名市長期借入金等の

具体的な額については、各事業年度の予算編成

過程において決定される。 

▶ 同左 

３ 積立金の処分に関する計画 

 中期目標期間の繰越積立金については、病院

施設の整備又は医療機器の購入等に充てる。 

▶ 同左 

４ 法人が負担する債務の償還に関する事項 

法人が桑名市に対し負担する債務の元金償還

を確実に行う。 

▶ 同左 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉  

（１）ガバナンスの状況 

 

（２）役員等の状況  

                                             （令和８年３月 31 日現在） 

 

職 名  

  

氏 名  

   

任  期  

  

担当 

  

経   歴  

 

理 事 長 

  

白石 泰三 

  

自 
至  

  

 

令和７年 10 月１日 

令和 11 年９月 30 日 

 平成 18 年４月 

 三重大学大学院医学系研究科腫瘍病理学教授 

平成 28 年４月 

桑名市総合医療センター副理事長 

令和６年９月 

 桑名市総合医療センター理事長 

令和６年９月 

（現職） 

 

理 事 

 

 

 

 

 

 

 

  

山田 典一 

 

 

 

 

 

 

 

  

自 
至  

  

  

  

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年 10 月  

 桑名東医療センター副病院長 

平成 30 年５月 

 桑名市総合医療センター副病院長 

令和６年４月 

 桑名市総合医療センター病院長 

平成 29 年 10 月  

 （現職） 

 



- 20 -  

  

 

理 事 

  

町支 秀樹 

  

自 
至 

 

  

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 平成 29 年 10 月  

 桑名東医療センター副病院長 

平成 30 年５月 

 桑名市総合医療センター副病院長 

平成 29 年 10 月  

 （現職） 

 

理 事 

  

石田  聡 

  

自 
至 

 

  

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 平成 24 年４月  

 桑名西医療センター副病院長 

平成 30 年５月 

 桑名市総合医療センター副病院長 

平成 21 年 10 月  

 （現職） 

 

理 事 

 

 

 

 

天野  誉 

 

自 

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 令和７年４月 

 桑名市総合医療センター副病院長 

令和７年４月  

 （現職） 

 

理 事 

  

大村  崇 

  

自 
至 

 

 

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 令和６年４月  

 桑名市総合医療センター副病院長 

令和６年４月  

 （現職） 

 

理 事 

  

今井  寛 

  

自 
至 

 

  

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 平成 23 年１月 

三重大学医学部附属病院救命救急・総合集中

治療センター センター長・教授 

令和５年４月  

 （現職） 

 

理  事 

  

中村 博明 

  

自 
至 

 

  

 

令和７年４月１日 

令和９年３月 31 日 

 平成 29 年４月 

桑名市市長公室長 

平成 30 年４月 

 桑名市都市整備部長 

令和元年 10 月 

 桑名市総合医療センター管理部長 

令和元年 10 月 

 （現職） 

 

監 事 

 

山岡 輝之 

  

自 
至 

 

  

 

令和５年８月１日 

令和７年度の財務諸表

承認日 

 平成 29 年７月 

 北勢経営会計事務所代表 

平成 30 年６月 

 あすの監査法人統括代表社員 

平成 29 年 10 月 

 （現職） 

 

（３）職員の状況  

常勤職員は令和８年３月 31 日において 817 人となっています。平均年齢は 39.2 歳で、市等

からの出向者は２人です。  

  

（４）重要な施設等の整備等の状況（主なもの）  
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① 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等  なし 

② 当事業年度において建替整備中の主要施設等  なし 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等      なし 

  

（５）純資産の状況 

(単位：百万円）  

区  分  期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高  

設立団体出資金 5,257    0    0    5,257  

資本剰余金  2,974    0    0    2,974  

利益剰余金  

（繰越欠損金） 

▲7,697    ▲477    0   ▲8,175 

  

純資産合計  533    ▲477    0    56  

（注 1） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

（６）財務の状況  

① 財源の内訳                             （単位：百万円） 

区 分  金額  構成比率（％）  

収入      

医業収益  13,330    85.1%  

 運営費負担金 1,015    6.5%  

 運営費交付金 4    0%  

 長期借入金 895    5.7%  

 その他 416  2.7% 

合計  15,659    100%  

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

② 収入に関する説明  

当法人における収入は医業収益が 13,330 百万円と 85.1%を占め、内訳として、入院収益、

外来収益及び公衆衛生活動収益等のその他医業収益があります。 

（７）社会及び環境への配慮等の状況  

当法人は環境保全に関する諸法令等を遵守し、省エネルギー化、廃棄物の適正処理等環境へ

の配慮に努めています。また、仕事と育児・介護を両立させながら就業を継続できるための支

援や障害者雇用の促進に取り組んでいます。 

加えて地域のニーズに合わせた医療情報の発信等を目的に医療従事者を対象とした研修や、

小中学生を対象としたがん教育を実施する等、社会貢献活動を推進しています。 
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８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策  

（１） リスク管理の状況  

当法人では、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、地方独立行政法人法第１

条の目的を有効かつ効率的に果たすために事業方法書に定める内部統制に関する基本方針に基

づき、リスクの評価及び状況の把握を行い、リスクに対して必要な措置を講じることとしてい

ます。  

  

（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況  

リスクの識別  

当法人の業務範囲の網羅性を確保したうえで、直面するリスクを洗い出し、洗い出したリス

クの規模・特性を踏まえ、管理対象とするリスクを特定しています。 

《発生が想定されるリスク一覧表》  

区分  リスク項目  

医療安全関係 

医療事故による患者死亡等、不適切な対応 

患者生命に支障のない医療事故 

院内感染（患者・医療者） 

麻薬・毒薬などの紛失 

食中毒事故 

情報セキュリティ関係 

サイバー攻撃 

情報システムの障害・破壊による業務中断 

個人情報漏洩・紛失 

情報資産の漏洩・流出 

コンプライアンス関係 

ハラスメント 

職員による不正・関係法令違反 

業者による不正等 

医療廃棄物の違法処理・不法投棄 

治験・臨床研究に関する不正等 

診療報酬関係 

診療報酬改定内容のフォロー不足  

算定基準の充足要件確認不足  

算定漏れ及び未請求等  

災害関係 
大規模災害・火災等による病院の被災 

新興感染症の大規模流行 
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設備・機器保守関係 施設・設備・機器の整備不良・故障・老朽化等 

施設・設備・機器の投資失敗 

 

９．業績の適正な評価の前提情報   

（１）地域で必要とされている医療の提供 

      桑名市における医療需要および提供体制の現状、入院患者の将来受療動向等を踏まえ、高度

医療及び急性期医療における地域の中核病院として、救急医療対策、がん、脳卒中、急性心筋

梗塞、周産期医療対策、小児救急を含む小児医療対策について、特に重要課題として取り組ん

でいる。  

    また、地域医療支援病院として高度医療及び急性期医療の提供を行い、他の医療機関との機

能分担及び在宅医療を含む医療、福祉及び介護の連携体制の構築に努めている。 

    地域災害拠点病院として、発災を想定した業務継続計画の適切な運用のもと、平時から関係

機関との連携を図り、緊急時における連絡体制の確保や医療物資等の備蓄、訓練等を行ってい

る。また、災害時及び重大な感染症の流行時等には、三重県及び桑名市からの要請に基づき必

要な医療の提供をするなど、災害対策等に協力している。 

  

   ① 重点的に取り組む医療の実施 

○ 救急医療 

 ・二次救急医療までを地域で完結できる中核病院として、地域の医療機関からの紹介患者

及び救急搬送患者の積極的な受入れを継続する。 

○ がん医療 

 ・がん診療連携準拠点病院として、他の医療機関との連携を進めつつ、がん医療の充実を

図る。 

○ 脳血管障害、循環器疾患、消化器疾患及び運動器疾患 

 ・脳血管障害及び循環器疾患については、ホットラインによる 365 日 24 時間体制での緊

急対応を継続し、迅速な診断・治療を行うことができる体制を維持する。 

 ・消化器疾患及び運動器疾患については、内視鏡的処置や鏡視下手術等、低侵襲医療に積

極的に取り組んでいる。 

○ 周産期医療及び小児医療 

・地域における周産期医療及び小児医療の拠点として、NICU(新生児特定集中治療室) を

はじめ、高度医療及び専門医療を提供していく。 

   ② 地域医療連携の推進  

○ 地域医療支援病院  

・紹介された患者の受入れと患者に適した医療機関への紹介を、地元医師会等と協力して

進め、紹介率及び逆紹介率の向上を図る。また、地域の医療水準の向上に貢献する。 

○ 地域連携パス 

・地域の中核病院としての役割から、他の医療機関との機能分担と連携を強化するため、

地域連携パスの運用を推進している。 

③ 災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 
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 ○ 地域災害拠点病院 

・災害医療に関する研修及び訓練等を充実させ、災害に備えるとともに、災害時には、三

重県及び桑名市からの要請に基づき必要な医療救護活動を実施し、自治体が実施する災

害対策等に協力している。また、災害時には DMAT の派遣などの災害医療を実施してい

る。 

 

（２）医療水準の向上 

地域の中核病院として、高度で専門的な医療提供体制の充実に向け、医療分野におけるデジ

タルトランスフォーメーション（DX）化を推進するとともに、病院が保有する高度・専門医療

機能のセンター化や集学的治療体制を進化させ、診療体制の強化と充実に取り組む。 

① 高度・専門医療への取組 

      ・循環器センター、消化器センター及び脳卒中センターの機能や集学的治療体制の強化と

充実を行っている。専門的な知識を有した多職種によるチーム医療の提供に取り組んで

いる。 

② デジタルトランスフォーメーション（DX）の活用  

・三重大学と組織的な連携強化を図り、桑員地域の医療・健康・福祉機能の高度化を目指

すため、医療分野における DX 化を推進する。 

（３）医療従事者の確保 

    勤務環境の改善、人材育成、教育支援及び就労支援制度を強化し医療従事者の確保・定着を 

図り、地域住民が安心して医療を受けられる体制を構築する。 

① 医師の確保 

       ・計画的に設備及び医療機器の整備を進めるとともに、各種専門医の研修施設認定を取得

し、医師にとって魅力的な病院作りに努めている。また、医師事務作業補助者の配置を

始め、医師を支援する業務体制を拡充している。 

・診療科ごとの医師の充足度を把握し、大学等関係機関との連携を強化し、医師の確保を

行っている。 

② 研修医の受入れ及び育成 

  ・臨床研修プログラムの改善及び充実を図るほか、各種専門医の研修施設認定を取得する

等、教育研修体制の整備を進め、初期研修医及び専攻医の受入れ拡大、育成及び定着に

努めている。 

③ 薬剤師及び看護師の確保及び定着 

  ・教育実習受け入れ等を通じて関係教育機関等との連携を強化し、確保を図っている。 

・短時間正規職員制度を含む柔軟な雇用形態や院内保育園の充実等により、ワーク・ライ

フ・バランス（仕事と生活の調和）に配慮した働きやすい環境の整備に努め、その確保

及び定着に努めている。 

・看護師業務の一部を薬剤師、検査技師及び臨床工学技士に移行することにより、看護師

の業務負担軽減に努めている。  

（４）患者サービスの一層の向上 
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患者や家族との信頼関係の構築に努めるとともに、診療待ち時間、施設設備や院内環境、職

員の接遇等に対する患者の満足度を定期的に把握・分析し、患者サービスの一層の向上に取り

組む。 

    ① 診療待ち時間等の改善 

     ・地域の医療機関との役割分担を行い、逆紹介を推進し、外来診療の待ち時間短縮に努め

る。また、待ち時間に関する実態調査を行い、必要に応じて改善を行う。 

  ② 院内環境の改善 

     ・患者動線に配慮した案内方法を工夫する等、院内環境の整備を進める。また、感染対策

に継続的に取り組み、患者や家族が安心して受診できるよう院内環境の整備に努める。 

  ③ 職員の接遇の向上 

    ・院内のご意見箱、病院ホームページ及び定期的な患者アンケート等を通じて患者の意向

をとらえ、患者サービスの向上につなげる。全職員を対象とする研修会を実施する等、

病院全体の接遇の向上を図る。 

（５）より安心で信頼できる質の高い医療の提供 

患者が安心して受診できる環境を提供するため、院内感染防止対策を確実に実施するととも

に、医療事故等に関する情報の収集及び分析に努め、医療安全対策を徹底する。 

① 医療安全対策の徹底 

  ・医療安全管理委員会において医療事故及び医療事故につながる潜在的事故要因に関する

情報の収集及び分析に努め、職員に分析結果、リスク回避等の対応をフィードバックし

医療安全対策を徹底している。 

・院内感染対策委員会及び ICT(Infection Control Team＝感染対策チーム)において、感

染源や感染経路に応じた未然防止及び発生時の院内感染対策を確実に実施するため、感

染管理研修会の開催、院内ラウンドの実施により、職員の感染予防知識、技術の向上を

図っている。 

② 信頼される医療の提供 

  ・個人情報取扱規程及び桑名市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を行ってい

る。 

・医療の中心は患者であるという認識の下、インフォームド・コンセントを徹底するとと

もに、セカンドオピニオン等、エビデンスに基づいた医療情報を提供している。また、

ヒヤリ・ハット件数の公開等、適切な情報開示を行っている。 

   ③ 施設設備の整備及び更新 

     ・病院の施設設備について必要性や費用対効果を勘案して整備及び更新を行っている。 

   ④ 市民への保健医療情報の発信及び普及啓発等 

     ・医療に関する専門分野の知識や蓄積された情報を活用し、市民公開講座の開催及び、広

報やホームページを活用して地域住民へ医療情報を発信している。 

  

10．業務の成果と使用した資源との対比   

（１） 自己評価                                         （単位：百万円）  

項目  評定（※）  行政コスト  
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

１ 医療の提供 

   （１）重点的に取り組む医療の実施 ３ 

    14,960 （２）地域医療連携の推進 ４ 

   （３）災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 ４ 

２ 医療水準の向上 

   （１）高度・専門医療への取組み ３ 

-  
  （２）デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 ４ 

３ 医療従事者の確保 

   （１）医師の確保 ４ 

-    （２）研修医の受入れ及び育成 ３ 

   （３）薬剤師及び看護師の確保及び定着 ３ 

４ 患者サービスの一層の向上 

（１）診療待ち時間等の改善 ４ 

-    （２）院内環境の改善 ３ 

  （３）職員の接遇の向上 ３ 

５ より安心で信頼できる質の高い医療の提供 

（１）医療安全対策の徹底 ２ 

-  
  （２）信頼される医療の提供 ３ 

   （３）施設設備の整備及び更新 ４ 

   （４）市民への保健医療情報の発信及び普及啓発等 ３ 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 規則ある職場づくり ４ 

-  

２ 適切かつ弾力的な人員配置 ４ 

３ 職員の職務能力の向上 ４ 

４ 職員の就労環境の整備 ４ 

 ５ 効率的な業務体制の推進と改善 ３ 
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第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 持続可能な経営基盤の確立 ２ 

-  ２ 収入の確保 ３ 

 ３ 支出の節減 ３ 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

第５ 短期借入金の限度額 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある

場合には、当該財産の処分に関する計画 

第７ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産以外の

重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

第８ 剰余金の使途 

第９ 桑名市地方独立行政法人法施行細則（平成 21 年桑名市規則第 26号）第６条で定める

事項 

 １ 地域の医療水準向上への貢献に関する計画 ３ 

- 
 ２ 医療機器の整備に関する計画 - 

 ３ 積立金の処分に関する計画 - 

 ４ 法人が負担する債務の償還に関する事項 - 

法人共通 80 

合計   15,040 

（注１）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

      ※詳細につきましては、業務実績報告書をご覧ください。  

  

（２） 当中期目標期間における設立団体の長による過年度の総合評価の状況   

区分  令和６年度  令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和 10年度  

評定（※） Ｂ － － － － 

  ※  評語の説明  

    Ｓ： 中期計画（目標）における所期の目標を「量的及び質的」に上回る「顕著な成果」 が得られている。

Ａ： 中期計画（目標）における所期の目標を上回る「成果」が得られている。 

    Ｂ： 中期計画（目標）における所期の目標を達成している。   

    Ｃ： 中期計画（目標）における所期の目標を下回っており、改善を要する。  

    Ｄ： 中期計画（目標）における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。  

 

11．予算と決算との対比                         （単位：百万円） 

区    分 当初予算額 決算額 差額理由 

収入      

営業収益 14,984 14,404 ① 
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営業外収益 224 225  

資本収入 1,234 1,030 ② 

その他の収入 0 0  

計 16,442 15,659  

支出      

営業費用 14,236 14,028  

 医業費用 13,914 13,726 ③ 

 一般管理費 323 302  

営業外費用 72 109 ④ 

資本支出 1,862 1,799 ⑤ 

その他の支出 0 0  

計 16,171 15,936  

単年度資金収支（収入－支出） 271 ▲276  

（注１）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

予算額と決算額の差額の説明  

①入院患者数の減少によるもの 

②医療機器の一部を翌年度へ繰り越したため 

③入院患者数の減少により、変動費である材料費が減少したため 

④旧市民病院退職金の支払い時期のずれによるもの 

⑤医療機器の一部を翌年度へ繰り越したこと、及び借り入れた金額の一部を当年度に償還したた

め 

     ※詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。  

 

12．財務諸表  

（１） 貸借対照表                           （単位：百万円） 

資  産  の  部  金  額  負  債  の  部  金  額  

固定資産 12,698 固定負債 12,984 

  有形固定資産 12,411   資産見返負債 79 

  無形固定資産 258   長期借入金 10,982 

  投資その他の資産 28   引当金 1,847 

流動資産 3,061   その他 76 

  現金及び預金 855 流動負債 2,719 

  未収金 2,028   1年以内返済長期借入金 921 

  棚卸資産 157   未払金 1,112 

  その他流動資産 21   引当金 526 

      その他 160 



- 29 -  

  

    負 債 合 計  15,703 

    純 資 産 の 部 金  額  

    資本金 5,257 

    資本剰余金 2,974 

    繰越欠損金 ▲8,175 

    純 資 産 合 計  56 

    資 産 合 計  15,759     負債純資産合計  15,759 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

 

 

 

（２） 行政コスト計算書                        （単位：百万円） 

科          目  金   額  

Ⅰ損益計算書上の費用  15,041 

  医業費用 14,642 

一般管理費 318 

財務費用 72 

雑支出 8 

臨時損失 0 

Ⅱその他行政コスト 0 

Ⅲ行政コスト 0 

 行政コスト合計  15,041 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

 

（３） 損益計算書                           （単位：百万円） 

科    目  金      額  

  経常収益(A)  14,564 

   営 業 収 益 

     医 業 収 益 

     運営費負担金収益 

     そ の 他 収 益 

  営 業 外 収 益 

                       14,350 

                           13,145 

                           842 

                          363 

214 

  経常費用(B)                         15,040 
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   営 業 費 用 

     医 業 費 用 

     一 般 管 理 費 

     そ の 他 費 用 

  営 業 外 費 用 

14,960 

                            14,642 

                           318 

                           0 

81                          

  臨時利益(C)  0 

  臨時損失(D) 0 

  当期純利益(A-B+C-D) ▲477 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

 

（４） 純資産変動計算書                        （単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 
利益剰余金 

（繰越欠損金） 
純資産合計 

当期首残高(A)  5,257   2,974   ▲7,697 533 

当期変動額(B)  0   0   ▲477   ▲477 

 当期総利益 0   0   ▲477   ▲477 

 その他  0   0   0   0 

当期末残高(A+B) 5,257   2,974   ▲8,175  56 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

 

（５） キャッシュ・フロー計算書                    （単位：百万円） 

科          目  金  額  

業務活動によるキャッシュ・フロー(A)  443 

  診療業務活動によるキャッシュ・フロー  514 

  利息の受払額 ▲71 

投資活動によるキャッシュ・フロー(B)  ▲777 

  運営費負担金収入 129 

 固定資産の取得による支出 ▲913 

  その他 6 

財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 70 

資金増加額（又は減少額）(D=A+B+C)  ▲265 

資金期首残高(E)  1,120 

資金期末残高(F=D+E) 855 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 
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13．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報   

（１） 貸借対照表  

令和７年度末現在の資産合計は 15,759 百万円となり、対前年度比 644 百万円減少（3.9％

減）となっています。負債合計は、15,703 百万円となり、対前年度比 167 百万円減少（1.1％

減）となっております。純資産合計は 56百万円となっております。   

  

（２） 行政コスト計算書  

令和７年度の行政コストは 15,041 百万円となっています。  

  

（３） 損益計算書  

令和７年度の経常利益は▲477 百万円となりました。収益では、入院収益は対前年度比 314

百万円減少（3.6％減）となりました。費用では高額な抗がん剤の使用量が増えたこと、また物

価上昇等の影響を受け光熱水費を含む経費及び電子カルテ更新による減価償却費が増加しまし

た。結果、当期利益が▲477 百万円となり赤字決算となりました。 

  

（４） 純資産変動計算書  

令和７年度の当期利益は▲477 百万円となり、純資産は 56百万円となりました。  

   

（５） キャッシュ・フロー計算書  

令和７年度のキャッシュ・フローの資金増加額は▲265 百万円となり、対前年度比 82 百万円

増加（23.8％増）となりました。  

 

14. 内部統制の運用に関する情報  

 当法人では、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、地方独立行政法人法第

１条の目的を有効かつ効率的に果たすために事業方法書に定める内部統制に関する基本方針

に基づき、リスクの評価及び状況の把握を行い、リスクに対して必要な措置を講じることと

している。  

 

15．法人の基本状況  

（１） 沿革  

平成 21年 10 月   桑名市民病院（234 床）と特別医療法人和心会平田循環器病院（79 床）が

統合し、地方独立行政法人桑名市民病院（313 床）を設立  

 

平成 24 年４月    地方独立行政法人桑名市民病院（313 床）と医療法人山本総合病院（349  

床）が統合し、地方独立行政法人桑名市総合医療センター（662 床）に名

称を変更 

 

平成 30 年５月   ３病院を統合し新病院開院、病床数を 400 床に変更 
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（２） 設立に係る根拠法   

地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）  

  

（３） 設立団体の長 

桑名市長 

 

（４）組織図（令和７年４月１日）  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）法人・病院の所在地（令和７年４月１日現在）  

［法人・病院］  

 地方独立行政法人桑名市総合医療センター ：三重県桑名市寿町三丁目 11 番地 

 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況  

関連公益法人：なし  

  

（７） 主要な財務データの経年比較                （単位：百万円） 

区分  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  令和７年度 

資産  19,081  18,714  17,467  16,403 15,759 

負債  18,420  17,837  16,807  15,870 15,703 

純資産  661  877  660  533 56 

行政コスト  - 14,157  14,454  14,960 15,041 
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経常費用  13,574  14,157  14,454  14,960 15,040 

経常収益  13,734  14,373  14,238  14,833 14,564 

当期純利益  160  216  ▲216  ▲127 ▲477 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

 

（８） 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画  

① 予算                                           （単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金 

    補助金等 

  営業外収益 

    運営費負担金 

    運営費交付金 

    その他営業外収益 

  資本収入 

    長期借入金 

運営費負担金 

        運営費交付金 

  計 

           

15,440 

14,535 

862 

43 

231 

45 

13 

172 

1,023 

529 

194 

300 

16,694 

支出 

  営業費用 

    医業費用 

      給与費 

      材料費 

      経費 

      研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

  資本支出 

    建設改良費 

    長期借入金償還金 

    移行前地方債償還金 

  計 

 

14,627 

14,287 

7,282 

4,659 

2,296 

50 

339 

75 

0 

1,498 

539 

959 

0 

16,200 
（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。                                        
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② 収支計画                                   （単位：百万円） 

区 分 金 額 

収益の部 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金収益 

    補助金等収益 

    資産見返運営費負担金戻入 

    資産見返補助金等戻入 

    資産見返寄附金等戻入 

    資産見返物品受贈額戻入 

  営業外収益 

    運営費負担金収益 

    運営費交付金収益 

    その他営業外収益 

  臨時収益 

 

15,601 

14,535 

862 

43 

145 

16 

0 

0 

231 

45 

13 

172 

0 

費用の部 

  営業費用 

    医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費 

     減価償却費 

     研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

純利益 

 

15,914 

15,557 

7,379 

4,659 

2,349 

1,121 

50 

357 

89 

0 

▲171 
（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。                                 

  

 ③ 資金計画                                   （単位：百万円）  

区 分 金 額 

資金収入 

  業務活動による収入 

    診療業務による収入 

    運営費負担金による収入 

    運営費交付金による収入 

    補助金等による収入 

16,908 

15,671 

14,535 

907 

13 

43 
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    その他の業務活動による収入 

  投資活動による収入 

    運営費負担金による収入 

    その他の投資活動による収入 

  財務活動による収入 

    設立団体出資金等による収入 

    長期借入による収入 

    運営費交付金による収入 

  前事業年度からの繰越金 

173 

194 

194 

0 

829 

0 

529 

300 

214 

資金支出 

  業務活動による支出 

    給与費支出 

    材料費支出 

    その他の業務活動による支出 

  投資活動による支出 

    有形固定資産の取得による支出 

    その他の投資活動による支出 

  財務活動による支出 

    長期借入の返済による支出 

    移行前地方債償還債務の償還による支出 

    その他の財務活動による支出 

  翌事業年度への繰越金 

16,908 

14,702 

7,586 

4,659 

2,457 

539 

539 

0 

959 

959 

0 

0 

708 
（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。  

それぞれの詳細につきましては、令和８年度年度計画をご覧ください。  

 

16．参考情報  

（１）要約した財務諸表の科目の説明  

①貸借対照表  

固定資産 

      有形固定資産     ：土地、建物、構築物、器械備品 

      無形固定資産     ：ソフトウェア、電話加入権 

      投資その他資産    ：学校債、法人契約の住宅敷金など 

流動資産 

現金及び預金     ：現金、預金  

未収金        ：医業収益に対する未収金など 

棚卸資産       ：医薬品、診療材料、貯蔵品など 

その他流動資産    ：長期契約の火災保険など 

固定負債 

資産見返負債     ：運営費負担金、補助金、寄附金などを財源として資産を取得

した場合に計上する負債科目 

長期借入金         ：一年以上の期間にわたって借りる金銭債務 

引当金(退職給付引当金)：将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金 
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その他        ：旧山本総合病院の退職金預かり 

流動負債    

一年以内返済長期借入金：一年以内に返済期限が到来する長期借入金  

未払金        ：医薬品、診療材料、給食用材料に係る未払債務など 

引当金（賞与引当金）  ：支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員

賞与に対する引当金  

その他        ：支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員

賞与に対する法定福利費 

純資産 

       資本金              ：設立団体からの出資金 

資本剰余金           ：固定資産を取得した場合において、拠出者の意図や取得資産

の内容等を勘案し、地方独立行政法人の会計上の財産的基礎

を構成するもの 

繰越欠損金           ：業務に関連して発生した欠損金の累計額  

  

    ②行政コスト計算書  

損益計算書上の費用   ：損益計算書における費用 

行政コスト       ：行政サービスを提供するために使用したすべてのコスト 

 

  ③損益計算書  

営業収益 

医業収益       ：入院収益、外来収益、公衆衛生活動等収益 

運営費負担金     ：診療業務に係る施設費等の交付額のうち固定負債へ振替しな

いもの 

その他収益      ：補助金、寄附金など 

営業費用 

医業費用       ：給与費、材料費、経費、減価償却費、研究研修費 

一般管理費      ：一般管理部門に係る給与費、経費、減価償却費など 

営業外収益 

運営費負担金     ：償還金利息に係る交付額 

運営費交付金     ：旧市民病院職員退職金に係る交付額 

その他収益      ：職員住宅使用料、職員駐車場使用料など 

     営業費用        ：償還金利息など 

臨時利益        ：固定資産の売却益など 

臨時損失        ：固定資産の除却損など  

 

    ④純資産変動計算書 

当期末残高       ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

 ⑤キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー  

：通常の業務の実施に係る資金の状態を表す 

診療業務活動によるキャッシュ・フロー 

：医業に係る収入、医業を行うための人件費、医薬品等の材料

費購入による支出など  

投資活動によるキャッシュ・フロー 
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            ：固定資産取得による支出、資本的収入に係る運営費負担金収

益など 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

：長期借入金の借入による収入及び返済による支出、償還によ

る支出など 

  

（２）その他公表資料等との関係の説明  

 事業報告書に関連する報告書として、以下の報告書等を作成しています。  

◆ ホームページ：当法人の案内や各イベント等の募集のほか、各業務を通じて得られ  

た知見や情報を発信しています。  

◆ 定款、業務方法書 

◆ 第４期中期目標、第４期中期計画、令和８年度年度計画 

◆ 財務諸表等（財務諸表、附属明細書、決算報告書） 

◆ 業務実績報告書                             など 

  




